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1. はじめに

「全国地震動予測地図」は，地震調査研究推進本部

が実施してきた地震動ハザード評価の成果の集大成

として位置づけられるものであり，地震活動モデル

や震源断層モデル，及び地下構造モデル等の地図の

作成に必要なデータまで含めると膨大な量の情報を

含んでいる．防災科学技術研究所では，地震動予測

地図の利用に関する検討の一環として，「地震動予

測地図工学利用検討委員会」（委員長：亀田弘行）を

設置し検討を行ってきた．本委員会がまとめた報告

書では，「地震動予測地図」を最終成果物としての地

図そのものだけでなく，その作成の前提条件となっ

た地震活動・震源モデル及び地下構造モデル等の評

価プロセスに関わるデータも併せた情報群としてと

らえることにより，「地震ハザードの共通情報基盤」

として位置づけるべきとの提言がなされた．この提

言を実現するために，防災科学技術研究所では「地

震動予測地図」の公開システムの開発を実施し，同

報告書により提案された名称を採用し，「地震ハザー

ドステーション J-SHIS」として，2005 年 5 月より運

用を開始し，その後改良が続けられ，現在に至って

いる．

本資料は，明らかとなった地震ハザード情報（全

国地震動予測地図）を元に，日本の地震リスクを定

量化することを試みたものである．なお，本資料に

おけるリスク評価は日本全体の地震リスクを把握す

ることを主眼としている．以降，地震リスク評価を

「全国概観版リスク評価」と称す．

本資料の内容は以下の通りである．

• 地震ハザード・リスク情報の利活用形態の検討

と整理（第 2 章）

• 全国概観版地震リスク評価の手法の検討（第 3
章）

• 全国概観版地震リスク評価（第 4 章）

• 過去～現在の地震リスクの変遷に関する検討（第

5 章）

• 現在～将来の地震リスクの変遷に関する検討（第

6 章）

第 2 章では地震ハザード・リスク情報について，

国内外の事例を整理した．

第 3 章では，全国地震動予測地図に基づくリスク

評価を実施するにあたり，建物被害や人的被害に関

する予測手法について，過去の被害地震における整

合性等の観点から検討を行い，全国概観版リスク評

価において適用する手法を選定した．また，メッシュ

単位のリスク評価を市区町村単位に統合する際のば

らつきについて検討を行い，確率論的ハザード評価

に基づく市区町村単位のリスク評価手法について検

討した．

第 4 章では，全国概観版地震リスク評価に利用す

る人口や建物データを構築するとともに，全国地震

動予測地図に基づき全国概観版地震リスク評価を

行った結果を示した．全国概観版地震リスク評価は

確率論的地震動予測地図にもとづいた確率論的リス

ク評価と，特定の震源で地震が発生した場合のシナ

リオベースのリスク評価を実施した．なお，本資料

の確率論的リスク評価は 2015 年 1 月 1 日時点を評

価基準としたものである．

第 5 章では，1890 年から 2010 年まで 30 年毎に

評価基準年を設定し，30 年確率を用いたリスク評価

を実施し，過去から現在に至る日本の地震リスクの

変遷を示した．リスク評価は住宅全壊，死者数を対

象に実施した．評価の際は，過去の人口や建物デー

タを作成するとともに，過去の被害地震の実被害か

ら被害関数も作成した．

第 6 章では，現在～将来の日本の地震リスクを

推定し，その変遷を示した．具体的には，2010 年，

2025 年，2040 年を評価基準年としたリスク評価を

実施した．リスク評価の実施にあたっては，国立社

会保障・人口問題研究所の将来推計人口等を利用し，

リスク評価用の将来の人口や建物データを推定した

上で評価を実施した．

以降の章では，これらの検討結果や試算結果につ

いて示す．なお，本資料はあくまで現時点における

成果を整理したものであり，今後の検討によって内

容や試算結果等が変更される可能性があることに留

意されたい．
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2. 地震ハザード・リスク情報の利活用形態の検討と

整理

本章では，地震ハザード情報および地震リスク情

報の事例を収集整理し，現状における利活用形態の

状況をとりまとめた．

2.1  地震ハザード情報の事例整理

本項では，web を利用し，国内外において，地震

ハザード情報に関して公に発信している代表的な事

例を収集し，URL，公表機関，範囲，指標，評価対象，

作成年，結果例の項目で整理を行った．収集した事

例は海外 6 例，国内 5 例である．なお，国内事例に

ついては，地方自治体において数多くの事例が存在

するが，類似例が多いため，ここでは後述の地震防

災マップのみに限定した．以下，事例ごとに整理し

た内容を示す．

（1） 海外の事例

a) The Global Seismic Hazard Assessment Program 
（GSHAP）

U R L ：  http:/ /www.seismo.ethz.ch/gshap/
機　関 ： the Unite d Nations Inter national Decade for 

Natural Disaster Reduction （UN/IDNDR）.
範　囲 ： 全世界

指　標 ：  PGA  - rock
対　象 ： 50 年間で 10% 超過確率の地震動

作成年 ： 19 98 年

結果例 ： 図 2.1-1 参照

指　標 ： PGA, Sa（0.2s,1.0s） – Vs30=760m/s 相
当の地盤（2008, 2014）

対　象 ： 50 年間で 2% および 10% 超過確率

となる地震動（2008，2014）
作成年 ： 48 Conterminous States （1996 年，

2002 年，2008 年，2014 年，2016 年）

Alaska（1999 年，2007 年）

Hawaii（1996 年）

Puerto Rico（2003 年）

結果例 ： 図 2.1-2 参照

図  2.1-1 全世界における 50 年間での 10% 超過確率と

なる PGA 分布

b) National Seismic Hazard Maps
U R L ： http://earthquake.usgs.gov/hazards/products/
機　関 ： USGS
範　囲 ： アメリカ合衆国

図  2.1-2 全米における 50 年間での 10 % 超過確率と

なる Sa（0.2sec）分布

c) Urban Seismic Hazards
U R L ： http://earthquake.usgs.gov/hazards/

products/urban/
機　関 ： USGS
範　囲 ： シアトル , メンフィスほか

指　標 ： シアトル：Sa（1.0s） - 地表

  メンフィス：PGA, Sa（0.2s,1.0s） - 地
表

対　象 ： シアトル：50 年間で 2%, 5%, 10% 超

過確率となる地震動

  メンフィス：50 年間で 2%, 10% 超

過確率となる地震動

作成年 ： シアトル：2007 年（?）
  メンフィス：2004 年

結果例 ： 図 2.1-3 参照

GLOBAL SEISMIC HAZARD MAP 
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d) Deterministic and Scenario Ground-Motion Maps
U R L ： http://earthquake.usgs.gov/hazards/

products/scenario/
機　関 ： USGS
範　囲 ： シナリオ地震周辺地域

指　標 ： Instrumental Intensity, PGA, PGV, Sa
（0.3s,1.0s,3.0s）

対　象 ： シナリオ地震の地震動（100 以上）

作成年 ： 2003 年（?）以降

結果例 ： 図 2.1-4 参照

f) relief web
U R L ： http://reliefweb.int/
機　関 ： the UN Office for the Coordination of 

Humanitarian Affairs （OCHA）.
範　囲 ： アジア太平洋各国

指　標 ： MMI
対　象 ： 50 年間で 20% 超過確率の地震動

作成年 ： 2014 年

結果例 ： 図 2.1-6 参照

図  2.1-4 関東地震における MMI 分布

e) GLOBAL EARTHQUAKE MODEL（GEM）

U R L ： https://www.globalquakemodel.org/
機　関 ： GEM Foundation
範　囲 ： 全世界

指　標 ： PGA, PGV, Sa など

対　象 ： 確率論的ハザード，シナリオ地震など

作成年 ： 2007 年～

結果例 ： 図 2.1-5 参照

図  2.1-5 台湾の地殻内地震によるハザードマップ

図  2.1-6 アジア・太平洋の地震ハザードマップ

図  2.1-3 メンフィスにおける 50 年間での 10%
超過確率となる Sa（0.2sec）分布
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（2） 国内の事例

a) 全国地震動予測地図（確率論的地震動予測地図）

U R L ： http://www.jishin.go.jp/evaluation/
seismic_hazard_map/shm_report/

機　関 ： 地震調査研究推進本部

範　囲 ： 日本全国

指　標 ： PGV, 計測震度 - 地表

対　象 ： 今後 30 年間の超過確率 6%, 3% とな

る地震動，今後 50 年間の超過確率

39%, 10%, 5%, 2% となる地震動など

作成年 ： 2005 年～（最新版は 2016 年）

結果例 ： 図 2.1-7 参照

c) 内閣府および中央防災会議の各専門調査会

U R L ： http://www.bousai.go.jp/
機　関 ： 内閣府，中央防災会議

範　囲 ： シナリオ地震周辺

指　標 ： 計測震度 - 地表

対　象 ： シナリオ地震の地震動

作成年 ： 2001 年～

結果例 ： 図 2.1-9 参照

図  2.1-7 今後 30 年間に震度 6 弱以上の揺れに見舞わ

れる確率（2016 年版）

b) 全国地震動予測地図（震源を特定した地震動

予測地図）

U R L ： http://www.jishin.go.jp/evaluation/
seismic_hazard_map/shm_report/

機　関 ： 地震調査研究推進本部

範　囲 ： シナリオ地震周辺

指　標 ： PGV，計測震度 - 地表

対　象 ： 主要活断層，その他の活断層

作成年 ： 2001 年～

結果例 ： 図 2.1-8 参照

図 2. 1-8 震源断層を特定した地震動予測地図：立川断

層帯（2016 年版）

図  2.1-9 南海トラフ巨大地震による震度分布

d) 地震の揺れやすさ全国マップ

U R L ： http://www.bousai.go.jp/
機　関 ： 中央防災会議

範　囲 ： 日本全国

指　標 ： 計測震度増分

対　象 ： 表層地盤の揺れやすさ

作成年 ： 2005 年～

結果例 ： 図 2.1-10 参照
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e) 地震の揺れやすさマップ

U R L ： https://www.city.shibuya.tokyo.jp/
anzen/bosai/hasai/pdf/yure2014.pdf

  （渋谷区の場合）

機　関 ： 各市区町村

範　囲 ： 市区町村全域

指　標 ： 計測震度 - 地表

対　象 ： 想定地震およびどこでも起こりうる直

下の地震より想定しうる最大地震動

作成年 ： 2014 年（渋谷区の場合）

結果例 ： 図 2.1-11 参照

2.2  地震リスク情報の事例整理

本項では，web を利用し，国内外において，地震

リスク情報に関して公に発信している代表的な事例

を収集し，URL，公表機関，範囲，被害項目，評価

対象，作成年，結果例の項目で整理を行った．収集

した事例は海外 3 例，国内 2 例である．なお，国内

事例については，地方自治体において数多くの事例

が存在するが，前項と同様に代表して渋谷区の事例

のみを示した．以下，事例ごとに整理した内容を示す．

（3） 海外の事例

a) HAZUS （Hazards U.S.）
U R L ： https://www.fema.gov/hazus
機　関 ： the Federal Emergency Management 

Agency （FEMA）.
範　囲 ： 行政区域

項　目 ： Physical damage, Economic loss, Social 
impacts

対　象 ： シナリオ地震の被害

作成年 ： 1997 年～

結果例 ： 図 2.2-1 参照

図 2.1-10 全国における表層地盤の揺れやすさマップ

図 2.1-11 渋谷区における揺れやすさマップ

図  2.2-1 M7.7 のシナリオ地震が発生した場合のニュー

マドリッド地域での建物損害額分布

b) Statistics and natural hazard risk for 50 selected 
megacities

U R L ： https://www.munichre.com/
site/corporate/get/documents_
E-2012612043/mr/assetpool.shared/
Documents/0_Corporate%20Website/6_
Media%20Relations/Press%20Releases/
Legacy/pm_2005_01_11_01_en.pdf
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機　関 ： ミュンヘン再保険グループ

範　囲 ： 世界 50 都市

項　目 ： Risk Index
対　象 ： 地震も含めた自然災害リスク

作成年 ： 2005 年

結果例 ： 表 2.2-1 参照

d) GLOBAL EARTHQUAKE MODEL（GEM）

U R L ： https://www.globalquakemodel.org/
機　関 ： GEM Foundation
範　囲 ： 全世界

項　目 ： 損失額など

対　象 ： 確率論的リスク，シナリオ地震被害，

社会的被害（integrated risk）など

作成年 ： 2007 年～

結果例 ： 図 2.2-2 参照

表 2.2-1 世界の巨大都市における自然災害のリスク

c)  CALIFORNIA EARTHQUAKE ZONING and 
PROBABLE MAXIMUM LOSS EVALUATION 
PROGRAM

U R L ： http://www.insurance.ca.gov/0400-
news/0200-studies-reports/upload/EQ_
PML_RPT_1997_2001.pdf

機　関 ： California Department of Insurance 
（CDI）.

範　囲 ： カリフォルニア州

項　目 ： 州内のゾーン別の PML
対　象 ： 州内の全損保会社が保障する建物お

よび家財の地震による PML
作成年 ： 1978 年～

結果例 ： 表 2.2-2 参照

表 2.2-2 カリフォルニア州内の 8 つのゾーンでの損保

会社の保障対象の地震における PML

図  2.2-2 Integrated Risk Tool によるリスクマップ

（4） 国内の事例

a) 中央防災会議の各専門調査会

U R L ： http://www.bousai.go.jp/
機　関 ： 中央防災会議

範　囲 ： シナリオ地震周辺

項　目 ： 直接的被害（物的被害，人的被害），

間接的被害（経済被害他）

対　象 ： シナリオ地震の被害

作成年 ： 2001 年～

結果例 ： 図 2.2-3 参照
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b) 地震防災マップ（危険度マップ）

U R L ： https://www.city.shibuya.tokyo.jp/
anzen/bosai/hasai/pdf/kikendo2014.pdf  
（渋谷区の場合）

機　関 ： 各市区町村

範　囲 ： 市区町村全域

指　標 ： 建物全壊率など

対　象 ： シナリオ地震の被害など

作成年 ： 2014 年（渋谷区の場合）

結果例 ： 図 2.2-4 参照 

において，行政機関が市民への被害軽減・生活支援

のための防災計画や行動計画を策定する．利活用事

例としては最も多い事例である．

【具体例】

国では平成 16 ～ 18 年において，首都直下で発生

する地震で予測される震度分布，人的・物的被害，

経済被害等から首都直下地震対策大綱（予防から，

応急，復旧・復興までの対策のマスタープラン），

首都直下地震の地震防災戦略（定量的な減災目標と

具体的な実現方法を定める計画），首都直下地震応

急対策活動要領（地震発生時の各省庁の具体の役割

や応援規模等を定める計画）を策定した．

② 市民への啓蒙・耐震化促進

【内容】

地域のハザードおよびリスクに関する詳細なマッ

プを作成して，地震の危険度を周知し，市民に住宅

耐震化の必要性を訴える．

【具体例】

横浜市では，平成 13 年に 50 m メッシュ別の震度

マップを作成して公表したところ，それまで耐震診

断の実施件数が年間 900 件程度であったものが，公

表後には年間約 1,700 件に倍増して，改修件数も着

実に増加した．

③ 設計基準の見直し

【内容】

地域ハザード情報やリスク情報に基づいて，地域

の適切な設計基準を設定する．

【具体例】

福岡市では平成 20 年に警固断層の推定震度分布

から，震度が大きいとされる町丁目に対し，設計地

震力の上乗せ基準（地域係数 0.8 → 1.0）を条例で施

行した．

④ 保険料率の見直し

【内容】

全国の確率論的地震ハザード情報に基づいて，適

切な地域別の地震保険の料率を設定する．

【具体例】

損害保険料率算出機構では，地震調査研究推進本

部より公表された地震動予測地図に基づいて，平成

18 年に地震保険料率算出方法を約 40 年ぶりに見直

した．

⑤ リアルタイム地震被害予測システム，防災情報

システムの構築

図  2.2-3 南海トラフ巨大地震による全壊・焼失棟数

分布

図 2.2-4 渋谷区における危険度マップ

2.3  地震ハザード・リスク情報の利活用事例

地震ハザード情報，リスク情報の利活用事例とし

ては，以下のような代表的事例が挙げられる．

① 地域防災計画・行動計画策定

【内容】

地域のハザード情報およびリスク情報に基づい

て，事前予防，地震発生，応急復旧，復興の各段階
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【内容】

地震ハザード情報およびリスク情報に関わるデー

タおよび算定方式をシステム化して，地震発生直後

に震源情報や震度情報から全体の被害量および被害

分布を予測し，災害対策本部の立ち上げや初動体制

に役立てる．

【具体例】

国では，平成 8 年から地盤・地形，道路，行政機

関，防災施設などに関する情報を必要に応じあらか

じめデータベースとして登録し，この防災情報デー

タベースを基礎として，災害対策に求められる各種

の分析や発災後の被害情報の管理を行う地震防災情

報システム（DIS）を構築している．

2.4  まとめ

国内外の地震ハザード情報および地震リスク情報

を収集した事例や利活用事例を整理し，その内容を

検討した結果，以下の点が指摘できる．

① 地震ハザード情報に関しては，確率論的な評価

によるマップの事例がここ 10 ～ 20 年程度にお

いて国内外で見られるようになってきた．特に

海外では，建物被害との関連を重視して，周期

別に評価しているマップが多い．一方，日本で

は確率論的な評価はいまだ始まったばかりであ

り，確率論的評価の重要性を浸透させるため，

震度表示が主となり，住民に分かりやすい指標

を示すことが主眼となっている．ただし，現状

においては住民に対して直感的にわかりやすい

という点から，地方公共団体の事例を含めると

シナリオ地震による評価が圧倒的に多いのが実

状である．

② 地震リスク情報に関しては，国内外で公的機関

による確率論的な評価によるマップを発信して

いる事例は見当たらなかった．リスクに直接関

わる機関・企業において，概略的なリスク評価

結果が公表されている事例が存在する程度であ

る．この理由として，確率論的リスク評価にお

ける予測手法やばらつきの設定の方法論が十分

に確立されていないことや，市民向けのマップ

の表現方法が難しいといったことが考えられる．

そのため，公的機関からのリスク情報としては，

シナリオ地震における事例がほぼ 100% というの

が実体である．

③ 国内では，地域のハザードマップやリスクマッ

プを行政機関で印刷して，直接住民に配布する

事例が最近みられている．その場合，住民がマッ

プの内容を把握しやすいようにマップの外枠や

裏面にわかりやすい説明書が付記されているこ

とが多い．

④ 現状の利活用事例としては，国・自治体が防災

計画・行動計画の策定に利用している事例が多

くを占める．ただし，最近になって，市民への

啓蒙・耐震化促進，設計基準の見直し，保険料

率の見直し等，様々な分野・対象への利活用事

例がみられるようになってきた．
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3. 全 国概観版地震リスク評価手法の検討

3.1  概要

本章では，全国地震動予測地図（地震調査研究推

進本部地震調査委員会，2014）に基づく全国概観版

地震リスク評価手法の検討を行った．全国地震動予

測地図は確率論的地震動予測地図と震源断層を特定

した地震動予測地図から構成されているため，全国

概観版地震リスク評価も確率論的地震ハザード評価

に基づいた評価（以降，「確率論的リスク評価」と称

す）とシナリオ地震に基づいた評価（以降，「シナリ

オベースのリスク評価」と称す）の 2 種類の評価を実

施することとした．リスク評価は建物被害・人的被

害を対象とした．評価手法の検討は以下の内容につ

いて行った．

① 確率論的リスク評価およびシナリオベースのリ

スク評価の基本的な考え方

② 建物被害・人的被害の予測手法の検討

③ 市区町村単位のリスク評価手法の検討

3.2.1  確率論的リスク評価

確率論的リスク評価とは，発生する様々な事象に

ついての発生確率を考慮したリスク評価である．地

震リスクの場合，将来起きるであろう地震が評価

対象物にもたらす被害（または損失）の大きさとその

発生確率を評価するものである．

地震調査研究推進本部では日本に強い揺れをもた

らす全ての地震について，発生位置，規模，可能性

を考慮した確率論的地震動予測地図を公表してい

る．この確率論的地震動予測地図では，全国 4 分の

1 地域メッシュ（以降，「250 m メッシュ」と称す）毎

に，地震動の大きさとその超過確率の関係を示すハ

ザードカーブが計算されている．本研究では，この

地震ハザードカーブにフラジリティ曲線を適用する

ことで，被害（または損失）とその超過確率の関係を

計算することとした．したがって，本研究によるリ

スク評価のばらつきの要因は，ハザードによる要因

のみを想定し，フラジリティ曲線による要因は想定

していない．

また，本研究では，メッシュ単位のリスク評価結

果とともに，リスク評価結果の利活用の観点から，

市区町村単位でリスク評価を集計する．ばらつきを

持ったメッシュ単位の被害予測結果を市区町村単位

で集計する場合，地震動の空間相関を考慮する必要

がある．確率論的地震動予測地図のハザードカーブ

は地震群毎に計算されているが，地震動の空間相関

を考慮しようとした場合，評価対象となる地域と各

震源との位置関係（距離）が必要となるため，メッ

シュ単位の計算のようにハザードカーブからではな

図 3.1-1 全国概観版地震リスク評価の構成

図 3.2-1 ハザード・エクスポージャ・フラジリティと

リスクの関係

3.2  全国概観版地震リスク評価の基本的な考え方

一般に，地震リスク評価を行うためには，ハザー

ド情報（ハザード評価），暴露データ（エクスポー

ジャ・データ），脆弱性評価（フラジリティ評価）が

必要となる（図 3.2-1 参照）．全国概観版リスク評価

では，ハザードとして，全国地震動予測地図（地震

調査研究推進本部地震調査委員会，2014）を利用す

るが，全国地震動予測地図は確率論的地震動予測地

図と震源断層を特定した地震動予測地図から構成さ

れているため，両方のリスク評価の枠組みを定める

必要がある．以下では，本研究におけるそれぞれの

リスク評価の基本的枠組み（考え方）について示し

た．

Exposure 

Hazard 

Fragility 

Risk skRis
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く，震源毎にハザードを再計算する必要がある．こ

のため，市区町村単位のリスク評価の場合は，各

震源に距離減衰式を適用して平均的な地震動を算出

し，地震動のばらつきに対応したフラジリティ曲線

のばらつきを考慮した上で，これに地震動の空間相

関とフラジリティ曲線を適用してリスク評価を行っ

た．確率論的リスク評価の基本的な流れを図 3.2.1-1
に示す．

と称す）により評価を行った．リスク評価は，詳細法・

簡便法ともに，250 m メッシュ単位で予測された地

震動分布に対してフラジリティ曲線を適用すること

で被害を予測した．

シナリオベースのリスク評価の基本的な流れを

図 3.2.2-1 に示す．

 図 3.2.1-1 確率論的リスク評価の基本的な流れ

図 3.2.2-1 シナリオベースのリスク評価の基本的な流れ
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3.2.2  シナリオベースのリスク評価

シナリオベースのリスク評価は，震源断層を特定

した地震動予測地図で用いられた詳細法によるハ

ザード情報を利用する方法（以降，「詳細法」と称す）

と，経験式に基づき評価する方法（以降，「簡便法」

 

3.3  被害予測手法の検討

全国概観版地震リスク評価では，建物被害（建物

全壊棟数・全半壊棟数），建物損失額，人的被害（死

者数・重傷者数）を対象とする．リスク評価のため

には，評価対象のハザードに対する脆弱性評価が必

要で，一般に，ハザードと被害の関係を示す被害関

数として示されている．本項では，リスク評価に利

用する被害予測手法について検討する．

3.3.1  建物被害予測手法の検討

（1） 検討方針

建物被害は人命に大きく影響し，財産の喪失，避

難者の発生にも直結することからリスク評価の中で

も特に重要である．そのため，建物のリスク評価の

精度はできる限り高くすることが望ましい．その一

方で，全国を網羅する手法としては膨大な計算量に

より被害関数のような単純な手法を採用せざるを得

ない．そこで，全国概観版リスク評価に用いる建物

の被害関数の選定を行うため，地震動の観測記録が

数多く存在する 1995 年兵庫県南部地震以降の被害

地震を対象に既往の被害関数の予測精度の検証を

行った上で，建物被害予測に用いる被害関数を選定

した．具体的な検討手順は下記の通りである．
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 ① 250 m メッシュ別住宅建物データを住宅・土地

統計調査および国勢調査地域統計メッシュ等か

ら作成する．

 ② 複数の被害地震を対象に観測記録および断層形

状モデルを用いて，空間補間法により表層地盤

の影響を考慮した 250 m メッシュ別地震動分布

を推定する．

 ③ 検討対象とする木造建物被害予測手法を用い

て，住宅建物分布と地震動分布から 250 m メッ

シュ単位で木造住宅の全壊棟数，全半壊棟数を

予測し，それらを集計して地震全体の木造住宅

被害棟数を予測する．

 ④ 実際の住家被害は木造住宅の被害がほとんどを

占めることから，消防庁の災害情報による住家

被害の全壊棟数，全半壊棟数と予測した木造住

宅被害棟数を地震ごとに比較し，全体的に最も

整合する手法を全国概観版地震リスクに適用す

る木造建物被害予測手法として採用する．

（2） 住宅建物データの作成

建物被害予測手法の検討に用いる住宅建物データ

を作成した．本データは地震動分布の予測単位と合

わせるため 250 m メッシュ単位とするとともに，「構

造」「建築年代区分」の属性を保有するデータとした．

住宅建物データの作成手順は以下の通りである．

① 住宅・土地統計調査から市区町村別構造別建築

年代区分別住宅数データを作成する．

② 住宅・土地統計調査にない町村のデータは，住宅・

土地統計調査の住宅数データと直前の国勢調査

の世帯数データを利用し住宅数を推定する．

③ ①②で作成した市区町村別住宅数データを国勢

調査地域メッシュ統計の重みを利用してメッ

シュに配分する．メッシュサイズは 1990 年国勢

調査地域メッシュ統計を利用する場合は旧日本

測地系基準地域メッシュ（以降，「1 km メッシュ」

と称す）を，1995 年以降の国勢調査地域メッシュ

統計を利用する場合は世界測地系 2 分の 1 地域

メッシュ（以降，「500 m メッシュ」と称す）を用い

る．

④ 住宅・土地統計調査の住宅棟数データを利用し，

③で作成した 1 km または 500 m メッシュ単位の

住宅数データを住宅棟数に変換する．

⑤ ④で作成した 1 km または 500 m メッシュ単位

の住宅棟数データを 250 m メッシュに配分する．

配分の際は，旧日本測地系の住宅棟数データは

大井ほか（2010），世界測地系の住宅棟数データ

は中村ほか（2015）の 250 m メッシュ別建物デー

タの建物棟数の重みを利用する．

以降では，各手順の詳細とその作成状況について

示す．

（a） 住宅・土地統計調査に基づく市区町村別構造別

建築年代区分別住宅数データの作成

住宅・土地統計調査から市区町村別構造別建築年

代別住宅数データを作成した．被害予測手法の検証

にあたっては，1995 年兵庫県南部地震以降の被害

地震を対象とするため，ここでは，1993 年以降の

住宅・土地統計調査を対象に住宅建物データを作成

することとした．なお，住宅・土地統計調査のデー

タは「e-Stat 政府統計の総合窓口」よりダウンロード

した（表 3.3.1-1 参照）．e-Stat よりダウンロードした

データを利用し市区町村別構造別建築年代区分別住

宅数データを作成した．

表 3.3.1-1 住宅建物棟数データ作成のために e-Stat から

ダウンロードしたデータ一覧（1）

（b） 住宅・土地統計調査にない町村の構造別建築年

代区分別住宅数データの作成

住宅・土地統計調査にない町村の住宅数は，住宅・

土地統計調査にない町村の構造別建築年代別住宅数

を国勢調査の世帯数を利用して推定した．具体的な

作成手順は以下の通りである．

① （a）で利用した市区町村別構造別建築年代区分別

住宅数データを都道府県毎に集計する．

② e-Stat よりダウンロードした都道府県別構造別建

て方別建築年代区分別住宅数データ（表 3.3.1-2
参照）と①のデータから，都道府県毎に住宅・土

地統計調査にない町村全体の構造別建築年代区

分別住宅数を推定する．

統計名
データ

単位
表番号 表題

1993年住宅統計調査

　　都道府県編
住宅数 00702

建物の構造（３），建築の時期（８），住宅数，市区町村

（１００３）

1998年住宅・土地統計調査

　　都道府県編
住宅数 00702

建物の構造（３）、建築の時期（６）、住宅数、市（６７

１）・１３大都市の区（１５１）・一定規模以上の町村（２０

８）

住宅数 00902
建築の時期（８区分）、建物の構造（５区分）、住宅数、

市区

住宅数 01002
建築の時期(６区分)、建物の構造（５区分）、住宅数、

町村

住宅数 006-2
住宅の種類（2種類），構造（5区分），建築の時期(8区

分)別住宅数―市区

住宅数 007-2
住宅の種類（2種類），構造（5区分），建築の時期(6区

分)別住宅数―町村

住宅数 7-2 構造(5区分)，建築の時期(9区分)別住宅数―市区

住宅数 8-2 構造(5区分)，建築の時期(7区分)別住宅数―町村

2003年住宅・土地統計調査

　　都道府県編

2008年住宅・土地統計調査

　　都道府県編

2013年住宅・土地統計調査

　　確報集計
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③ 住宅・土地統計調査が行われる直前の国勢調査

の一般世帯数を重みとし，②の構造別建築年代

区分別住宅数を各町村に配分した．国勢調査か

ら設定した重みは，全ての構造・建築年代区分

で共通とした．なお，住宅・土地統計調査の各

調査年に用いた国勢調査データを表 3.3.1-3 に示

した．

（d） 住宅数から住宅棟数への変換

（c）で作成したメッシュ別構造別建築年代区分別

住宅数データを住宅棟数データへ変換する．住宅数

から住宅棟数への変換は，住宅・土地統計調査から

設定した構造別建築年代区分別 1 住宅あたりの住宅

棟数を利用し変換した．住宅・土地統計調査の調査

年毎の住宅数から住宅棟数への変換手順を図 3.3.1-
1・図 3.3.1-2 に示した．また，変換にあたり e-Stat よ
りダウンロードしたデータを表 3.3.1-5 に示した．

表  3.3.1-2 住宅建物棟数データ作成のために e-Stat から

ダウンロードしたデータ一覧（2）

表 3 .3.1-3 各住宅建物データに用いた住宅・土地統計調

査や国勢調査の調査年

統計名
データ

単位
表番号 表題

1993年住宅統計調査

　　都道府県編
住宅数 009

建物の構造（５），建築の時期（１３），住宅の建て方

（４），階数（４），住宅数，都道府県（４７），市部（４７），

１３大都市（１３），人口集中地区（２）

1998年住宅・土地統計調査

　　都道府県編
住宅数 009

建物の構造（５）、建築の時期（１２）、住宅の建て方

（４），建物の階数（５）、住宅数、都道府県（４７）・市部

（４７）・１３大都市（１３）、人口集中地区（２）

2003年住宅・土地統計調査

　　都道府県編
住宅数 01100

建物の構造（５区分）、建築の時期（１３区分）、住宅の

建て方･建物の構造･階数(１６区分)、住宅数、都道府

県（４７）、市部（４７）、１４大都市（１４）、人口集中地区

（２）

2008年住宅・土地統計調査

　　都道府県編
住宅数 008

住宅の建て方(4区分)，構造(5区分)，階数(9区分)，

建築の時期(13区分)別住宅数―都道府県，18大都市

2013年住宅・土地統計調査

　　確報集計
住宅数 6

住宅の種類(2区分)，構造(5区分)，建築の時期(14区

分)別住宅数―全国，大都市圏，距離帯，都市圏，都

道府県，21大都市

1993年住宅建物データ 1993年住宅統計調査 － 1990年国勢調査

1998年住宅建物データ 1998年住宅・土地統計調査 － 1995年国勢調査

2003年住宅建物データ 2003年住宅・土地統計調査 － 2000年国勢調査

2008年住宅建物データ 2008年住宅・土地統計調査 － 2005年国勢調査

2013年住宅建物データ 2013年住宅・土地統計調査 － 2010年国勢調査

表 3. 3.1-4 重みの設定に用いたメッシュ統計の測地系と

メッシュサイズ

重みの設定に用いるメッシュ統計 測地系
メッシュ

サイズ

1993年住宅統計調査 1990年国勢調査地域メッシュ統計 旧日本測地系 1km

1998年住宅・土地統計調査 1995年国勢調査地域メッシュ統計 世界測地系 500m

2003年住宅・土地統計調査 2000年国勢調査地域メッシュ統計 世界測地系 500m

2008年住宅・土地統計調査 2005年国勢調査地域メッシュ統計 世界測地系 500m

2013年住宅・土地統計調査 2010年国勢調査地域メッシュ統計 世界測地系 500m

（c） 市区町村別住宅数データのメッシュへの配分（1）
市区町村別住宅数データをメッシュに配分する際

は，国勢調査地域メッシュ統計の一般世帯数を重み

として利用し，各メッシュへ配分した．なお，国勢

調査地域メッシュ統計は調査年によりメッシュサイ

ズや測地系が異なっているが．測地系に関しては世

界測地系を優先的に利用し，世界測地系のない調査

年のみ旧日本測地系のデータを利用した．メッシュ

サイズは，各調査年において全国網羅的に整備され

た最小のメッシュサイズを利用することとした．本

計算において用いたメッシュサイズや測地系を表

3.3.1-4 に示す．

表 3.3 .1-5 住宅建物棟数データ作成のために e-Stat から

ダウンロードしたデータ一覧（3）

統計名
データ

単位
表番号 表題

住宅数 009

建物の構造（５），建築の時期（１３），住宅の建て方

（４），階数（４），住宅数，都道府県（４７），市部（４７），

１３大都市（１３），人口集中地区（２）

棟数 065

建物の用途（３），建物の構造（２），建て方（４），階数

（４），むね数，都道府県（４７），市部（４７），１３大都市

（１３），人口集中地区（２）

住宅数 009

建物の構造（５）、建築の時期（１２）、住宅の建て方

（４），建物の階数（５）、住宅数、都道府県（４７）・市部

（４７）・１３大都市（１３）、人口集中地区（２）

棟数 060

建物の用途（３）、建物の構造（２）、住宅の建て方

（４），建物の階数（５）、むね数（高齢者対応型共同住

宅のむね数－特掲）、都道府県（４７）・市部（４７）・１３

大都市（１３）、人口集中地区（２）

住宅数 01100

建物の構造（５区分）、建築の時期（１３区分）、住宅の

建て方･建物の構造･階数(１６区分)、住宅数、都道府

県（４７）、市部（４７）、１４大都市（１４）、人口集中地区

（２）

棟数 08800

建物の構造(２区分)、住宅の建て方･建物の構造･階

数(１４区分)、住宅むね数、都道府県（４７）、市部（４

７）、１４大都市（１４）、人口集中地区（２）

住宅数 008
住宅の建て方(4区分)，構造(5区分)，階数(9区分)，

建築の時期(13区分)別住宅数―都道府県，18大都市

棟数 055

住宅の建て方(5区分)，構造(2区分)，階数(10区分)別

むね数(高齢者対応型共同住宅のむね数―特掲)―

都道府県，18大都市

住宅数 18

住宅の所有の関係(2区分)，構造(5区分)，建築の時

期(7区分)，建て方(4区分)，階数(4区分)別住宅数―

全国，都道府県，21大都市

棟数 67

住宅の建て方(5区分)，構造(2区分)，階数(10区分)別

むね数(高齢者対応型共同住宅のむね数―特掲)―

距離帯，都市圏，都道府県，21大都市

2013年住宅・土地統計調査

　　確報集計

1993年住宅統計調査

　　都道府県編

1998年住宅・土地統計調査

　　都道府県編

2003年住宅・土地統計調査

　　都道府県編

2008年住宅・土地統計調査

　　都道府県編

（e） 市区町村別住宅数データのメッシュへの配分

（2）
（d）で作成したメッシュ別構造別建築年代区分別

住宅棟数データを 250 m メッシュへ配分する．配

分の際は，旧日本測地系の住宅棟数データは大井ほ

か（1999），世界測地系の住宅棟数データは中村ほか

（2015）の 250 m メッシュ別建物データの建物棟数

の重みを利用した．なお，250 m メッシュ別構造別

建築年代区分別住宅棟数データの構造別全国集計値

が，住宅土地統計調査の構造別住宅棟数と一致する

ように全国一律の値で補正を行った．作成した 250 
m メッシュ別構造別建築年代区分別住宅棟数データ

を以下に示す内容の図表で示した．なお，1993 年の

住宅建物データは，手順（d）の旧日本測地系の 1 km
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1993 1998

2003

2008

2013

図 3.3.1-1 住宅数から住宅棟数への変換手順（1）
 ※図中の（ ）は表 3.3.1-5 の表番号を示す．

図 3.3.1-2 住宅数から住宅棟数への変換手順（2）
 ※図中の（ ）は表 3.3.1-5の表番号を示す．
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メッシュ別データまで作成しているが，被害予測手

法の検討を行う際の地震動や被害の分布は全て世界

測地系で行うため，一度，旧日本測地系の 250 m メッ

シュへ配分した後，旧日本測地系メッシュの中心点

の緯度経度を世界測地系へ変換し，世界測地系 250 
m メッシュのデータとした．なお，測地系変換の際，

棟数データは全てメッシュ中心点のデータと考え，

測地系変換に伴う棟数の再集計は行っていない．

図 3.3.1-3　1993 年の住宅建物棟数分布

図 3.3.1-4　1993 年の 1980 年以前築住宅建物棟数の

割合

図 3.3.1-5　1998 年の住宅建物棟数分布

図 3.3.1-6　1998 年の 1980 年以前築住宅建物棟数の

割合

図 3.3.1-7　2003 年の住宅建物棟数分布

図 3.3.1-8　2003 年の 1980 年以前築住宅建物棟数の

割合

図 3.3.1-9　2008 年の住宅建物棟数分布

図 3.3.1-10　2008 年の 1980 年以前築住宅建物棟数

の割合

図 3.3.1-11　2013 年の住宅建物棟数分布

図 3.3.1-12　2013 年の 1980 年以前築住宅建物棟数

の割合

表 3.3.1-6　作成した住宅建物データの全国集計値

図  3.3.1-3 1993 年の住宅建物棟数分布

図 3 .3.1-4 1993 年の 1980 年以前築住宅建物棟数の割合
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図 3. 3.1-5 1998 年の住宅建物棟数分布

図 3.3 .1-6 1998 年の 1980 年以前築住宅建物棟数の割合

図 3.3. 1-7 2003 年の住宅建物棟数分布

図 3.3.1- 8 2003 年の 1980 年以前築住宅建物棟数の割合
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図 3.3.1-9  2008 年の住宅建物棟数分布

図 3.3.1-10  2008 年の 1980 年以前築住宅建物棟数の割合

図 3.3.1-11  2013 年の住宅建物棟数分布

図 3.3.1-12 2 013 年の 1980 年以前築住宅建物棟数の割合
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（3） 検討対象の地震

被災地周辺で十分な観測記録が得られた 1995 年

兵庫県南部地震以降の被害地震を対象とした（表

3.3.1-7参照）．以降では，空間補間に利用したデータ，

補間方法，補間した結果得られた地震動分布を示す．

層地盤データから地表面の地震動を面的に推定し

た．以下では，工学的基盤上で空間補間を行うため

に利用したデータや計算方法を項目毎に示す．

利用した観測記録

空間補間に利用した観測記録は表 3.3.1-8 に示す

通りである．なお，表 3.3.1-8 にある JR 東日本の観

測記録は土木学会の観測地震記録ダウンロードサイ

トより入手し，観測地点の特定できた記録のみを利

用した．

表 3.3.1-6 作成 した住宅建物データの全国集計値

表 3.3.1-7 検討に 用いた地震と震源断層モデル

a）予測範囲と予測単位

予測範囲は断層最短距離の 100 ～ 300 km 以内の

範囲とした．予測単位は 250 m メッシュとした．

b）表層地盤データ

Wakamatsu and Matsuoka （2013）による微地形区分

から推定した 250 m メッシュ別の AVS30 のデータ

を利用した．

c）断層パラメータ

表 3.3.1-7 に示した断層パラメータを利用した．

d）地震動予測方法

地震動の予測は地表面の観測記録から空間補間に

より各メッシュの地震動を推定した．補間にあたって

は，地表面の観測記録から工学的基盤面（Vs=600 m/s
相当）の地震動を推定した上で，工学的基盤面上で補

間を行った．その後，工学的基盤上の補間結果と表

表 3.3.1-8 検討に用 いた観測記録

1 1995/01/17 兵庫県南部地震 6.9 ○ ○

日本建築学会兵庫県南部地震特別研究委員会・

日本建築学会近畿支部耐震構造研究部会(1996)，

関西地震観測研究協議会(2004)

2 2000/10/06 鳥取県西部地震 6.8 ○ ○

3 2001/03/24 芸予地震 6.8 ○ ○

4 2003/05/26 宮城県沖地震 7.0 ○ ○

5 2003/07/26 宮城県北部の地震 6.1 ○ ○

6 2003/09/26 十勝沖地震 8.0 ○ ○

7 2004/10/23 新潟県中越地震 6.7 ○ ○ ○ JR東日本

8 2005/03/20 福岡県西方沖地震 6.5 ○ ○

9 2007/03/25 能登半島地震 6.6 ○ ○

10 2007/07/16 新潟県中越沖地震 6.7 ○ ○

11 2008/06/14 岩手・宮城内陸地震 7.0 ○ ○

12 2009/08/11 駿河湾の地震 6.3 ○ ○

13 2011/03/11 東北地方太平洋沖地震 9.0 ○ ○ ○

JR東日本，

東北工業大学・リアルタイム強震観測センター

（Small-Titan）

14 2014/11/22 長野県北部の地震 6.3 ○ ○

15 2016/04/16 熊本地震 7.0 ○ ○

K-NET

KiK-net

気象庁

自治体
その他 その他の詳細No

発生年月日

(yy/mm/dd)
地震名 Mw

観測点における工学的基盤上の地震動の推定

観測した地表の地震動を工学的基盤面に戻す際は

AVS30 または AVS20 から求まる地盤増幅度（amp）
を利用した（最大速度：藤本・翠川（2006），計測震度：

末富ほか（2005））．
• 最大速度

log （amp） = 2.367-0.852logAVS30 （3.3.1-1）
ここで，AVS30：深さ30 mまでの平均S波速度 [m/s]

• 計測震度

amp = 2.699-log （AVS20） （3.3.1-2）
SIJ1 = 2.25log （AVS20） + 0.8 （3.3.1-3）
SIJ2 = 2.4log （AVS20） + 1.15 （3.3.1-4）
SIJ3 = 2.0log （AVS20） + 2.20 （3.3.1-5）
• SIJ ≤ SIJ1 + amp の場合

BIJ = SIJ - amp （3.3.1-6）
• SIJ ≥ SIJ3 の場合

BIJ = SIJ2  （3.3.1-7）
• SIJ1 + amp < SIJ < SIJ3 の場合

abt = （amp - SIJ3 + SIJ2） ⁄ （SIJ2 - SIJ1） （3.3.1-8）
BIJ = （SIJ - amp - abt × SIJ1） ⁄ （1 - abt） （3.3.1-9）

ここで，

SIJ ：地表の震度，BIJ：基盤の震度，

AVS20：深さ 20 m までの平均 S 波速度 [m/s]

経度 緯度

134.86 34.50 3.0 21.0 17.5 45 82

135.14 34.68 3.0 15.0 17.5 233 90

135.36 34.80 3.0 24.0 17.5 233 85

2 2000/10/06
鳥取県

西部地震
6.8 1 133.30 35.35 1.0 20.0 10.0 152 86 国土地理院(2000)

3 2001/03/24 芸予地震 6.8 1 132.65 34.10 43.0 20.0 10.0 156 52 国土地理院(2001)

4 2003/05/26 宮城県沖地震 7.0 1 141.81 38.94 52.0 17.0 19.0 192 68 国土地理院(2003a)

5 2003/07/26
宮城県北部の

地震
6.1 1 141.17 38.41 3.7 13.6 5.1 11 70 国土地理院(2003b)

6 2003/09/26 十勝沖地震 8.0 1 144.55 42.12 19.7 85.7 83.0 231 22 国土地理院(2003c)

7 2004/10/23
新潟県

中越地震
6.7 1 138.96 37.40 2.8 20.6 10.2 210 53 国土地理院(2004)

8 2005/03/20
福岡県

西方沖地震
6.5 1 130.30 33.68 0.0 23.9 16.3 301 85 国土地理院(2005)

9 2007/03/25 能登半島地震 6.6 1 136.55 37.19 1.2 21.2 13.9 55 63 国土地理院(2007a)

138.36 37.41 2.0 27.0 14.0 40 40

138.65 37.50 4.0 10.0 12.0 220 50

11 2008/06/14
岩手・宮城

内陸地震
7.0 1 140.93 39.05 0.4 20.0 12.0 198 31 国土地理院(2008)

12 2009/08/11 駿河湾の地震 6.3 1 138.50 34.78 17.5 16.7 5.6 309 38 国土地理院(2009)

144.00 38.80 5.1 186.0 129.0 203 16

142.80 37.33 17.0 194.0 88.0 203 15

137.85 36.65 0.0 20.0 3.1 22 40

137.88 36.64 2.0 20.0 20.1 22 60

131.00 32.88 0.6 20.0 12.5 235 60

130.98 32.88 0.2 5.1 6.6 56 62

130.81 32.77 0.8 10.2 13.0 205 72

傾斜

[deg]
参考文献No

発生年月日

(yy/mm/dd)
地震名 Mw

ｾｸﾞﾒﾝ

ﾄ数

断層基準位置

[deg]

1

上端

深さ

[km]

長さ

[km]

幅

[km]

走向

[deg]

地震予知総合

研究振興会(1999)
36.9

兵庫県

南部地震
1995/01/17

14 6.3 2

15 2016/04/16 熊本地震 7.0 3 国土地理院(2016)

国土地理院(2007b)

国土地理院(2011)

矢来(2014)

13 2011/03/11
東北地方

太平洋沖地震
9.0 2

10 2007/07/16
新潟県

中越沖地震
6.7 2

長野県

北部の地震
2014/11/22
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各観測点の AVS30 または AVS20 の設定方法は以

下の通りである．

① 深度 30 m 以上の S 波速度構造が把握されている

場合は，そのまま AVS30 または AVS20 を計算し

た．

② 深度 30 m 未満で藤本・翠川（2003）（表 3.3.1-9 参

照）の条件を満たす地点は，最下層の深度から深

度 30 m まで，最下層の S 波速度が続いていると

仮定して AVS30 または AVS20 を計算した．

③ ②の条件を満たさない地点のうち深さ 20m まで

S 波構造が把握されている地点の AVS30 につい

ては，Kanno et al. （2006）による AVS20 と AVS30
の関係式から推定した．

　　　AVS30 = 1.13 × AVS20 + 19.5 （3.3.1-10）

④ 深度 20 m まで S 波構造が把握されていない場合

は，観測点上の Wakamatsu and Matsuoka （2013）に
よる微地形区分から推定した AVS30 を利用した．

X：断層最短距離 [km]，
a, b：回帰係数

• 計測震度

BIJ = a - 1.89 × log （X + 0.0060 × 100.50Mw）-b･X
 （3.3.1-12）
ここで，

BIJ：工学的基盤面上の計測震度，

Mw：モーメント・マグニチュード，

X：断層最短距離 [km]，
a, b：回帰係数

地表面上の地震動の推定

工学的基盤面の地震動推定値と各メッシュの地盤

増幅率（amp）から地表面の地震動を推定した．最大

速度は藤本・翠川（2006），計測震度は末富ほか（2005）
を利用した．

• 最大速度

　log （amp） = 2.367 - 0.852logAVS30 （3.3.1-13）
ここで，AVS30：深さ 30 m までの平均 S 波速度 [m/s]

• 計測震度

　amp = 2.699 - log （AVS20） （3.3.1-14）
　SIJ1 = 2.25log （AVS20） + 0.8 （3.3.1-15）
　SIJ2 = 2.4log （AVS20） + 1.15 （3.3.1-16）
　SIJ3 = 2.0log （AVS20） + 2.20 （3.3.1-17）
• BIJ ≤ SIJ1 の場合

SIJ = BIJ + amp （3.3.1-18）
• BIJ ≥ SIJ2 の場合

SIJ=SIJ3 （3.3.1-19）

• SIJ1 < BIJ < SIJ2 の場合

abt = （amp - SIJ3 + SIJ2） ⁄ （SIJ2 - SIJ1）
 （3.3.1-20）

amp2 = amp - abt × （BIJ - SIJ1） （3.3.1-21）
SIJ = BIJ + amp2 （3.3.1-22）

ここで，

SIJ：地表の震度，

BIJ：基盤の震度，

AVS20：深さ 20 m までの平均 S 波速度 [m/s]

地震動の推定結果

以上のデータおよび手法により推定した 15 地震

の 250 m メッシュ毎の地表最大速度，計測震度を図

3.3.1-13 ～図 3.3.1-27 に示した．

表 3.3.1-9 掘進長 30  m 未満のボーリングにおいて

AVS30 算定可能な地盤条件

最下層までの

深さ[m]
10.0～ 15.0～ 17.5～ 20.0～ 22.5～ 25.0～ 27.5～

最下層のS波

速度[m/s]
>1000 >500 >400 >350 >250 >200 >100

工学的基盤上での空間補間

各観測点の基盤地震動から，空間補間により各

メッシュの基盤地震動を推定した．空間補間の方法

は，観測点が存在しない断層近傍でも地震動が大き

くなるように，観測点の基盤地震動より最小２乗法

で推定した式（3.3.1-11）（3.3.1-12）による距離減衰式

をトレンド成分とした simple Kriging 法を用いた．

その際，相関距離（自己相関がなくなる距離の値）は

20 km として計算した．なお，simple Kriging 法の計

算プログラムは，防災科学技術研究所川崎ラボラト

リー（2007）より公開された”rasmo”（前述の条件で計

算できるように一部コードを修正）を使用した．な

お，工学的基盤上の空間補間は 1 km メッシュ単位

で実施した．

• 最大速度

logPGVb600 = a - log （X + 0.0028 × 100.50Mw） - b･X
 （3.3.1-11）
ここで，

logPGVb600：工学的基盤面上の最大速度 [m/s]，
Mw：モーメント・マグニチュード，
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図 3.3.1-13 1995 年兵庫 県南部地震の地震動分布

図 3.3.1-14 2000 年鳥取県西部地震の地震動分布
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図 3.3.1-15 2001 年芸予地震の地震動分布

図 3.3.1-16 2003 年宮城県沖の地震の地震動分布
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図 3.3.1-17 2003 年宮城県北部の地震の地震動分布

図 3.3.1-18 2003 年十勝沖地震の地震動分布

図 3.3.1-19 2004 年新潟県中越地震の地震動分布
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図 3.3.1-20 2005 年福岡県西方沖地震の地震動分布

図 3.3.1-21 2007 年能登半島地震の地震動分布

図 3.3.1-22 2007 年新潟県中越沖地震の地震動分布
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図 3.3.1-23 2008 年岩手宮城内陸地震の地震動分布

図 3.3.1-24 2009 年駿河湾の地震の地震動分布
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図 3.3.1-25 2011 年東北地方太平洋沖地震の地震動分布
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（4） 検討対象とした建物被害関数 
兵庫県南部地震において，自治体による被害判定

と建物構造上の被害判定に大きな乖離が生じたこと

が指摘されている．このため，建物被害の地震リス

ク評価を行う場合，どのような基準に基づく被害量

を算出するかを予め設定しておく必要がある．地震

による被害を考えた場合，自治体が発行する罹災証

明に基づき被害量の集計が行われるとともに，これ

らを元に様々な復興施策が行われる．地震リスク評

価の利活用の観点からすると，全国概観版地震リス

ク評価に適用する建物被害の基準は，罹災証明（ま

たは自治体）の被害判定基準に基づく被害を評価す

る必要がある．

以降では，全国概観版地震リスク評価の被害関数

の候補とした罹災証明（または自治体）の被害判定基

準に基づく既往の建物被害関数の概要を示すととも

に，各被害関数を利用して住家全壊棟数，全半壊棟

数を予測し，実被害と比較した．

対象とした建物被害関数

検討に用いた被害関数は以下の通りである（図

3.3.1-29 ～図 3.3.1-40 参照）．なお，全国地震動予測

地図の地震ハザードは最大速度と計測震度で評価さ

れているため，対象とした被害関数も最大速度と計

測震度に限定した．

• 中央防災会議防災対策推進検討会議南海トラフ

巨大地震対策検討ワーキンググループ（2012）の
全壊率と計測震度の関係（以降，「中央防災会議

（2012）」と称す）

• 東京都防災会議（2013）の全半壊率と計測震度の

図 3.3.1-26 2014 年長野県北部の地震の地震動分布

図 3.3.1-27 2016 年熊本地震（4/16）の地震動分布

（最大速度） （計測震度）
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関係

• 翠川ほか（2011）の全壊・全半壊率と計測震度の

関係

• 中嶋・岡田（2008）の損傷度（Damage Index）別被

害率と計測震度の関係

• 村尾・山崎（2000）の全壊・全半壊率と最大速度

の関係

• 堀江（2004）による損傷度（Damage Grade）別被害

率と最大速度の関係

• 愛知県防災会議地震部会（2003）による全壊・全

半壊率と最大速度の関係（以降「愛知県（2003）と
称す）

なお，上記の被害関数の損傷度と罹災証明（または

自治体）の被害判定基準は，岡田・高井（1999）で提

案された図 3.3.1-28 に示す関係とした．

上記に示した被害関数のうち，中嶋・岡田（2008）
や堀江（2004）は木造のみの被害関数である．しかし，

実際の被害は非木造建物でも発生していることから

検証の際は，中嶋・岡田（2008）や堀江（2004）も何ら

かの方法で非木造建物被害を推定する必要がある．

そこで，上記 7 つの被害関数を組合せ表 3.3.1-10 に

示した手法①～⑥の 6 ケースを具体的な検討対象手

法とした．

注 1

注 1： 木造の旧築年は 1962 年以前築，中築年①は 1963 ～ 71 年築，

中築年②は 1972 ～ 80 年築，新築年①は 1981 ～ 89 年築，

新築年②は 1990 ～ 2001 年築，新築年③は 2002 年以降築

を示す．非木造の旧築年は 1971 年以前築，中築年は 1972
～ 80 年築，新築年は 1981 年以降築を示す．

図 3.3.1-28 被害尺度の関係

全壊 全半壊

木造 中央防災会議(2012) 東京都防災会議(2013)

非木造 中央防災会議(2012) 東京都防災会議(2013)

木造 翠川ほか(2011) 翠川ほか(2011)

非木造 翠川ほか(2011) 翠川ほか(2011)

木造 中嶋・岡田(2008) 中嶋・岡田(2008)

非木造 中央防災会議(2012) 東京都防災会議(2013)

木造 村尾・山崎(2000) 村尾・山崎(2000)

非木造 村尾・山崎(2000)：RC造 村尾・山崎(2000)：RC造

木造 堀江(2004) 堀江(2004)

非木造 村尾・山崎(2000)：RC造 村尾・山崎(2000)：RC造

木造 愛知県(2003) 愛知県(2003)

非木造 愛知県(2003)：RC造3-4F 愛知県(2003)：RC造3-4F
手法⑥

最大

速度

手法③
計測

震度

手法④
最大

速度

手法⑤
最大

速度

被災度
構造

手法①

手法②

地震動

指標

計測

震度

計測

震度

表 3.3.1-10 検討した手法の被害関数の組合せ

図 3.3.1 -29 中央防災会議（2012）の全壊率関数注 1

図 3.3.1-30 中嶋・岡田（2008）の損傷度 0.6 以上（全壊）

と計測震度の関係
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注 2

注 2：木造・非木造ともに旧耐震は 1981 年以前築，新耐震は

1982 年以降築を示す． 

図 3.3.1-31 翠川ほか（2011）の全壊率関数注 2

図 3.3.1-32 堀江（2004）の損傷度 D4 以上（全壊）と最大

速度の関係

図 3.3.1-33 村尾・山崎（2000）の全壊率関数

図 3.3.1-34 愛知県（2003）の全壊率関数

RC   

RC 3-4   
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注 3

注 3： 木造の旧築年は 1962 年以前築，中築年①は 1963 ～ 71 年築，

中築年②は 1972 ～ 80 年築，新築年①は 1981 ～ 89 年築，

新築年②は 1990 ～ 2001 年築，新築年③は 2002 年以降築

を示す．非木造の旧築年は 1971 年以前築，中築年は 1972
～ 80 年築，新築年は 1981 年以降築を示す．

注 4

注 4： 木造・非木造ともに旧耐震は 1981 年以前築，新耐震は

1982 年以降築を示す．

図 3.3.1-35 東京都防災会議（2013）の全半壊率関数注 3

図 3.3.1-36 中嶋・岡田（2008）の損傷度 0.4 以上（全半壊）

と計測震度の関係

図 3.3.1-37 翠川ほか（2011）の全半壊率関数注 4

図 3.3.1-38 堀江（2004）の損傷度 D3 以上（全半壊）と

最大速度の関係

（非木造）
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なお，手法①～⑥に使用する建築年代区分は各被

害関数でばらばらで，住宅建物棟数データの建築 年
代区分とも一致していない．このため，検証の際は，

各被害関数の建築年代区分を表 3.3.1-11 に示す住宅

建物データの年代区分に対応させ検証を行った．

図 3.3.1-39 村尾・山崎（2000）の全半壊率関数

図 3.3.1-40 愛知県（2003）の全半壊率関数

RC   

RC 3-4   

表 3.3.1-11 住宅建物と被害関数の年代区分の対応関係

構造

建築

年代

区分

～1960 旧築年
1951～

60

1952～

61

1946～

55

1961～

70

中築年

①

1961～

70

1962～

71

1965～

71

1971～

80

中築年

②

1971～

80

1972～

81

1972～

81

1971～

80

1981～

90

新築年

①

1981～

90

1991～

2000

新築年

②

1991～

2000

2001～

10

2001～

10

2011～ 2011～

～1960

1961～

70

1971～

80
中築年

1972～

81 (RC)

1972～81

(RC:3-4F)

1981～

90

1991～

2000

2001～

10

2011～

愛知県

(2003)

1951～

70

1981～

～1971

(RC:3-4F)

1982～

(RC:3-4F)

堀江

(2004)

1982～

村尾・

山崎

(2000)

1982～

～1971

(RC)

1982～

(RC)

翠川

ほか

(2011)

旧耐震

新耐震

旧耐震

新耐震

中嶋・

岡田

(2008)

木造

非

木造

住宅建物棟数

データ

旧築年

新築年

新築年

③

中央

防災

会議

(2012)

手法の予測結果と実被害との比較

各手法による住家全壊棟数・全半壊棟数の地震 毎
の予測値と消防庁の被害報に基づき作成した実被害

棟数を比較したものを図 3.3.1-41・図 3.3.1-42 に示

した．また，実被害と予測値の誤差について全 15
地震の対数平均と対数標準偏差を表 3.3.1-12 に示し

た（東北地方太平洋沖地震については図 3.3.1-43 に

示した沿岸部の市町村は対象から除外した．）．また，

地震毎の構造別予測値一覧と実被害を表 3.3.1-13 ～

表 3.3.1-16 に示した．各手法の予測値と実被害を比

較した結果を整理すると以下の通りである．
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• 最大速度の被害関数を利用した手法④～⑥の予

測値は，計測震度の被害関数を利用した手法①

～③の予測値よりも大きい傾向がある．実被害

との比較の点からは，全半壊の手法⑤以外のケー

スでは，計測震度の被害関数である手法①～③

の方が最大速度の被害関数である手法④～⑥よ

りも実被害に近い結果が得られた．

• 計測震度の被害関数である手法①～③の予測値

は，手法①が最も大きな値で，次いで手法③，

手法②の順になる地震が殆どであった．手法①

と手法③は，地震毎の実被害と予測値の乖離の

傾向が似ており，多くの場合，手法③の方が実

被害に近い結果を得られた．

• 手法②は，全壊被害に関しては，鳥取県西部地震，

新潟県中越地震，能登半島地震，新潟県中越沖

地震，岩手宮城内陸地震などで非常に実被害と

近い結果を得られた反面，被害規模の小さな地

震で被害がほとんど発生しないケースも多く見

られた．また，全体的に実被害を過小評価する

傾向があり，全半壊被害の場合は特に顕著であっ

た．

• 表 3.3.1-12 に示した予測誤差（絶対値）の対数平

均と対数標準偏差からは，全壊の場合，手法③

が最も平均値が小さく，全半壊の場合も最も小

さい手法⑤とあまり変わらない結果となった．

以上の結果から，全国概観版地震リスク評価の建

物被害予測に用いる建物被害関数は，木造建物は中

嶋・岡田（2008）の損傷度別被害率と計測震度の関係，

非木造建物は中央防災会議（2012）および東京都防災

会議（2013）を利用することとした．以下では，中嶋・

岡田（2008）の損傷度別被害率と計測震度の関係の概

要を示す．

中嶋・岡田（2008）では，木造住宅の耐震精密診断

値（2004 年改訂前の耐震精密診断））から求めた耐震

評点分布と，損傷度（Damage Index）毎の計測震度と

評点の関係から，建物被害関数を作成している．耐

震評点分布は式（3.3.1-23）に示す対数正規分布で建

築年代区分毎に示されている．中嶋・岡田（2008）の
耐震評点分布を図 3.3.1-44 に，評点分布を示すパラ

メータを表 3.3.1-17 に示した．

   g( ) = 12 exp (ln( ) )2   （3.3.1-23）

注 5

注 5： 図中の地震番号は表 3.3.1-13 ～表 3.3.1-16 の No. と対応す

る．

図 3.3.1-41 実被害と予測値の比較（全壊棟数）注 5

図 3.3.1-42 実 被害と予測値の比較（全半壊棟数）注 5
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注 6

注 6： 2011 年東北地方太平洋沖地震（内陸）は図 3.3.1-43 に示した

市町村を除いた地域を示す．

ここで，

　gs：耐震評点 分布，s：耐震評点，μ：対数平均，

　σ：対数標準偏差（表 3.3.1-17 参照）．

なお，中嶋・岡田（2008）では以下に示す考え方で

木造建物の経年劣化を考慮することができる．

中嶋・岡田（2008）で利用した 2004 年改訂前の耐

震診断における耐震評点は式（3.3.1-24）により算出

される．

表 3.3.1-12 実被害と予測値の誤差（絶対値）の

対数平均と対数標準偏差

平均値
標準
偏差

平均値
標準
偏差

手法① 0.89 0.92 0.80 0.87

手法② 1.12 1.19 0.86 0.77

手法③ 0.83 0.94 0.67 0.76

手法④ 1.14 1.00 1.08 0.97

手法⑤ 0.92 0.92 0.65 0.62

手法⑥ 1.58 1.16 1.28 1.02

全半壊全壊

表 3.3.1-13 住家全壊棟数の実被害と予測値（1）注 6

表 3.3.1-14 住家全壊棟数の実被害と予測値（2）

計 木造 非木造 計 木造 非木造 計 木造 非木造

1 1995年兵庫県南部地震 104,906 73,642 71,172 2,470 13,862 12,256 1,607 46,222 43,753 2,470 消防庁(2006)

2 2000年鳥取県西部地震 435 2,534 2,508 26 527 520 7 1,968 1,942 26 消防庁(2002a)

3 2001年芸予地震 70 160 142 18 1 0 1 370 351 18 消防庁(2002b)

4 2003年宮城県沖の地震 2 800 791 8 31 30 2 758 750 8 消防庁(2003)

5
2003年宮城県

　　　　北部の地震
1,276 131 130 1 0 0 0 125 124 1 消防庁(2004a)

6 2003年十勝沖地震 116 977 959 17 9 5 4 518 501 17 消防庁(2004b)

7
2004年新潟県

　　　　　中越地震
3,175 5,096 5,052 45 3,049 3,004 45 3,608 3,564 45 消防庁(2009a)

8
2005年福岡県

　　　　西方沖地震
144 55 44 10 1 0 1 77 67 10 消防庁(2009b)

9 2007年能登半島地震 686 2,456 2,447 9 911 905 7 1,686 1,676 9 消防庁(2009c)

10
2007年新潟県

　　　　中越沖地震
1,331 4,499 4,458 41 1,632 1,616 16 2,953 2,912 41

消防庁応急対

応室(2013)

11
2008年

　岩手宮城内陸地震
30 668 664 4 52 51 1 545 541 4 消防庁(2010a)

12 2009年駿河湾の地震 0 230 213 17 2 1 1 222 205 17 消防庁(2010b)

-
2011年東北地方

　太平洋沖地震(全域)
121,768 50,845 49,816 1,028 8,958 8,599 359 32,752 31,724 1,028

13
2011年東北地方

　太平洋沖地震(内陸)
8,467 26,601 26,178 423 4,178 4,091 87 17,677 17,253 423

14
2014年長野県

　　　　　北部の地震
77 34 33 1 0 0 0 39 38 1

消防庁災害対

策本部(2015)

15 2016年熊本地震 8,425 17,089 16,670 420 5,308 5,137 172 11,649 11,230 420
消防庁応急対

応室(2017)

手法① 手法② 手法③
実被害 実被害の出典

消防庁災害対

策本部(2017)

No 地震名

計 木造 非木造 計 木造 非木造 計 木造 非木造

1 1995年兵庫県南部地震 104,906 121,883 116,672 5,211 69,507 64,296 5,211 211,568 206,332 5,236 消防庁(2006)

2 2000年鳥取県西部地震 435 5,866 5,799 67 2,855 2,788 67 13,300 13,239 61 消防庁(2002a)

3 2001年芸予地震 70 128 107 21 134 112 21 2,940 2,925 15 消防庁(2002b)

4 2003年宮城県沖の地震 2 1,052 1,038 14 477 463 14 5,983 5,971 12 消防庁(2003)

5
2003年宮城県

　　　　北部の地震
1,276 518 515 3 206 203 3 2,506 2,503 3 消防庁(2004a)

6 2003年十勝沖地震 116 7,539 7,424 116 3,153 3,037 116 20,623 20,512 111 消防庁(2004b)

7
2004年新潟県

　　　　　中越地震
3,175 7,166 7,102 64 3,810 3,746 64 14,118 14,058 60 消防庁(2009a)

8
2005年福岡県

　　　　西方沖地震
144 1,346 1,238 108 629 521 108 5,417 5,324 93 消防庁(2009b)

9 2007年能登半島地震 686 3,460 3,445 15 2,048 2,033 15 5,872 5,858 14 消防庁(2009c)

10
2007年新潟県

　　　　中越沖地震
1,331 11,640 11,508 132 6,357 6,225 132 16,000 15,883 117

消防庁応急対

応室(2013)

11
2008年

　岩手宮城内陸地震
30 1,768 1,757 11 748 737 11 7,399 7,390 9 消防庁(2010a)

12 2009年駿河湾の地震 0 533 505 29 289 260 29 3,049 3,026 23 消防庁(2010b)

-
2011年東北地方

　太平洋沖地震(全域)
121,768 88,986 86,993 1,994 41,939 39,945 1,994 216,487 214,762 1,725

13
2011年東北地方

　太平洋沖地震(内陸)
8,467 42,033 41,031 1,002 21,504 20,501 1,002 123,543 122,713 830

14
2014年長野県

　　　　　北部の地震
77 496 491 5 234 229 5 1,145 1,140 4

消防庁災害対

策本部(2015)

15 2016年熊本地震 8,425 40,201 39,320 880 19,316 18,436 880 65,163 64,360 803
消防庁応急対

応室(2017)

地震名 実被害
手法④ 手法⑤ 手法⑥

消防庁災害対

策本部(2017)

実被害の出典No

表 3.3.1-15 住家全半壊 棟数の実被害と予測値（1）

計 木造 非木造 計 木造 非木造 計 木造 非木造

1 1995年兵庫県南部地震 249,180 245,197 235,263 9,933 63,040 57,936 5,104 139,142 129,209 9,933 消防庁(2006)

2 2000年鳥取県西部地震 3,536 14,106 13,946 160 1,679 1,664 15 7,447 7,287 160 消防庁(2002a)

3 2001年芸予地震 844 6,404 6,192 212 8 8 0 3,805 3,593 212 消防庁(2002b)

4 2003年宮城県沖の地震 23 8,646 8,581 65 376 372 4 4,492 4,427 65 消防庁(2003)

5
2003年宮城県

　　　　北部の地震
5,085 1,791 1,782 9 34 34 0 850 842 9 消防庁(2004a)

6 2003年十勝沖地震 484 9,039 8,924 115 442 437 5 3,605 3,490 115 消防庁(2004b)

7
2004年新潟県

　　　　　中越地震
16,985 16,230 16,065 165 6,321 6,137 185 9,807 9,642 165 消防庁(2009a)

8
2005年福岡県

　　　　西方沖地震
497 1,614 1,516 98 5 5 0 812 714 98 消防庁(2009b)

9 2007年能登半島地震 2,426 6,810 6,775 35 2,436 2,404 32 4,301 4,266 35 消防庁(2009c)

10
2007年新潟県

　　　　中越沖地震
7,041 12,533 12,368 166 7,138 6,963 175 8,600 8,434 166

消防庁応急対

応室(2013)

11
2008年

　岩手宮城内陸地震
176 5,310 5,284 26 398 393 5 2,710 2,683 26 消防庁(2010a)

12 2009年駿河湾の地震 6 3,647 3,500 147 60 59 1 1,712 1,565 147 消防庁(2010b)

-
2011年東北地方

　太平洋沖地震(全域)
401,928 246,905 241,521 5,385 56,552 54,837 1,715 135,271 129,886 5,385

13
2011年東北地方

　太平洋沖地震(内陸)
192,895 142,878 140,074 2,804 24,631 24,348 283 74,915 72,110 2,804

14
2014年長野県

　　　　　北部の地震
213 499 493 6 6 6 0 246 240 6

消防庁災害対

策本部(2015)

15 2016年熊本地震 41,712 62,211 60,381 1,830 22,603 21,804 799 39,464 37,634 1,830
消防庁応急対

応室(2017)

実被害
手法① 手法② 手法③

実被害の出典

消防庁災害対

策本部(2017)

No 地震名

表 3.3.1-16 住家全半壊棟数の実被害と予測値（2）

計 木造 非木造 計 木造 非木造 計 木造 非木造

1 1995年兵庫県南部地震 249,180 356,111 337,047 19,065 111,583 92,518 19,065 453,336 443,318 10,018 消防庁(2006)

2 2000年鳥取県西部地震 3,536 24,382 23,997 385 4,713 4,328 385 32,687 32,575 112 消防庁(2002a)

3 2001年芸予地震 844 8,886 8,571 315 565 251 315 20,493 20,481 12 消防庁(2002b)

4 2003年宮城県沖の地震 23 13,826 13,699 127 1,013 885 127 26,412 26,395 17 消防庁(2003)

5
2003年宮城県

　　　　北部の地震
5,085 5,422 5,393 29 432 403 29 9,434 9,430 4 消防庁(2004a)

6 2003年十勝沖地震 484 42,479 41,838 641 6,272 5,631 641 67,168 66,978 191 消防庁(2004b)

7
2004年新潟県

　　　　　中越地震
16,985 25,212 24,913 299 5,742 5,443 299 35,688 35,566 122 消防庁(2009a)

8
2005年福岡県

　　　　西方沖地震
497 12,298 11,462 836 1,864 1,028 836 21,258 21,092 167 消防庁(2009b)

9 2007年能登半島地震 2,426 9,807 9,743 64 2,835 2,771 64 13,034 13,005 28 消防庁(2009c)

10
2007年新潟県

　　　　中越沖地震
7,041 25,942 25,455 487 8,596 8,109 487 33,274 32,988 286

消防庁応急対

応室(2013)

11
2008年

　岩手宮城内陸地震
176 15,864 15,765 99 1,494 1,395 99 27,222 27,208 14 消防庁(2010a)

12 2009年駿河湾の地震 6 7,347 7,031 316 851 535 316 15,106 15,075 31 消防庁(2010b)

-
2011年東北地方

　太平洋沖地震(全域)
401,928 448,205 433,672 14,534 82,351 67,817 14,534 719,737 716,464 3,273

13
2011年東北地方

　太平洋沖地震(内陸)
192,895 265,598 256,160 9,438 44,966 35,528 9,438 477,430 476,133 1,297

14
2014年長野県

　　　　　北部の地震
213 2,283 2,247 36 414 378 36 3,457 3,449 8

消防庁災害対

策本部(2015)

15 2016年熊本地震 41,712 118,257 114,148 4,109 31,612 27,503 4,109 145,256 143,430 1,827
消防庁応急対

応室(2017)

実被害
手法④ 手法⑤ 手法⑥

消防庁災害対

策本部(2017)

実被害の出典No 地震名

表 3.3.1-17 中嶋・岡田（2008）の耐震評点分布を示す

パラメータ

年代 -1950 1951-1960 1961-1970 1971-1980 1981-1990 1991-

μ -1.0968 -0.7598 -0.5854 -0.4018 -0.1862 -0.0303

σ 0.8229 0.7046 0.5579 0.5335 0.5125 0.4809
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耐震評点 = A×B×C×D×E×F （3.3.1-24）
ここで， A は地盤・基礎，B は建物の形，C は壁の配置，

D は筋違，E は壁の割合，F は老朽度に関する得点

を示す．

式（3.3.1-24）の老朽度 F について，耐震診断のデー

タから築年数と老朽度 F の関係を式（3.3.1-25）のよ

うに推定している（中嶋・岡田，2008）．

　　　F（t'） = -0.0021 × t' + 1 （3.3.1-25）
ここで，t’：新築からの経過年数を示す．

経年劣化を考慮する際，式（3.3.1-25）の考え方を

利用し，建築年代毎に表 3.3.1-17 の評点設定時点に

おける築年数から老朽度を計算し新築時の耐震評点

の平均値を推定した．その上で，リスク評価基準年

における築年数より老朽度 F を計算して評価基準年

における耐震評点の平均値（表 3.3.1-17 の μ）を算出

した．ただし，築年数の計算は各建築年代区分の中

央値で代表させ，評点分布の標準偏差は不変と仮定

した．ただし，今回の被害予測手法の検討では経年

劣化は考慮していない．なお，「4. 全国概観版地震リ

スク評価」「5. 過去～現在の地震リスクの変遷に関す

る検討」「6. 現在～将来の地震リスクの変遷に関する

検討」では評価基準年に応じた経年劣化を考慮した．

損傷度（Damage Index）毎の計測震度 I と評点 s の
関係は式（3.3.1-24）で示される．

　 　 = ( ) ( ) ( )
  （3.3.1-24）

ここで，

　s：損傷度 x を与える耐震評点の上限値， 

　a（x）, b（x）, c（x）：損傷度 x により異なる値を持つ

　　  パラメータ（表 3.3.1-18 参照），

　x：損傷度（Damage Index）．
各損傷度の耐震評点の上限値と計測震度の関係を

図 3.3.1-45 に示した．このうち，損傷度 0.6 の関係

を全壊，損傷度 0.4 の関係を全半壊の損傷度関数と

し利用する．

図 3.3.1-44 に示した耐震評点分布と図 3.3.1-45 に

示した損傷度関数（ある損傷度の被害が発生する上

限評点と計測震度の関係）から全壊率，全半壊率の

被害関数が作成される（図 3.3.1-46 参照）．

図 3.3.1-43 東北地方太平洋沖地震の内陸部の被害予測の

際に対象外とした沿岸域の市町村

図 3.3.1-44 中嶋・岡田（2008）の耐震評点分布

図 3.3.1-45 中嶋・岡田（2008）の各損傷度の耐震評点の

上限値と計測震度の関係
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 被害地震発生の下限値設定

図 3.3.1-13 ～図 3.3.1-27 で示したように，地震動

分布は大きな地震動のメッシュよりも 小さな地震動

のメッシュ数のほうが多い．このため，被害関数の

下限値を設定せず被害予測を行うと，被害関数の立

ち上がり部分のごくわずかな被害率によって，メッ

シュ単位の予測結果を広範囲で集計すると，地震動

は全体的に小さくても被害が発生する結果となる場

合がある．特に，全国概観版リスク評価の被害関数

に採用した手法③は，被害が殆ど発生していない地

震で過大評価する傾向があり，被害下限値となる地

震動レベルを設定しておくことは有効と考えられ

る．そこで，気象庁 web ページの 「日本付近で発生

した主な被害地震（平成 8 年以降）」から，住家の最

大被害と最大震度の関係を整理した（表 3.3.1-19 参

照）．その結果，最大震度 4 では 95.1 % の地震が住

家被害がなく，震度 5 弱では 47.6 %，震度 5 強では

54.2 % の地震で一部損壊が最大被害として発生し

た．震度 6 弱では 76.5 %，震度 6 強では 85.7 % の

地震で全壊が最大被害として発生した．震度 5 強で

は 8.3 % の地震で全壊が最大被害として発生したが，

全壊棟数は合わせて 5 棟に過ぎず，他の多くの最大

震度 5 強の地震では一部損壊や住家無被害が最大被

害となっている．以上の点から，被害発生下限値と

して「全壊」は計測震度 5.5（震度 6 弱）を設定した．

半壊については，データが少なく実績から直接設定

することが難しいが，一部損壊が震度 5 弱から多数

発生していることから，ここでは計測震度 5.0（震度

5 強）を「全半壊」の下限値として設定した．

被害関数への下限値導入については，下限値付近

で段差ができないように，以下のような形で関数形

に導入した．

• IJMA ≦ IJMAl　の場合

  f ’（IJMA） = 0.0 （3.3.1-26）
• IJMA > IJMAl　の場合

  f ’（IJMA） = { f（IJMA） – f（IJMAl） } / { 1.0 - f（IJMAl） }
 （3.3.1-27）
ここで，

f ’（IJMA）：被害発生下限値設定後の被害率

f（IJMA）：被害発生下限値設定前の被害率

IJMA：計測震度

IJMAl：被害発生下限値（全壊：5.5，全半壊：5.0）
なお，被害発生下限値の導入は，建物被害の大半

を木造建物が占める点から，木造建物の被害関数で

ある中嶋・岡田（2008）にのみ適用した．

被害発生下限値適用後の被害関数を図 3.3.1-47 に

示すとともに，過去の被害地震の住家全壊・全半

壊棟数の予測結果と実被害の比較を表 3.3.1-20 およ

び図 3.3.1-48・図 3.3.1-49 に示した．また，実被害

と予測値との誤差の対数平均・対数標準偏差を表

3.3.1-21 に示した．

表 3.3.1-18 中 嶋・岡田（2008）の各損傷度の耐震評点の上

限値と計測震度の関 係を示すパラメータ

x 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9
a 1.59088 1.27947 0.92832 0.48995 -0.053 -0.8875 -2.1635 -4.7189 -14.483
b 4.478027 5.07125 5.60769 6.18845 6.85846 7.8079 9.18332 11.8786 21.7951
c 0.213637 0.17143 0.14457 0.12293 0.10497 0.08649 0.06872 0.0495 0.02426

図 3.3.1-46 全壊率関数，全半壊率関数の作成方法

表 3.3.1-19 気象庁 web ページから整理した平成 8 年

以降の主な被害地震の最大震度と住家の

最大被害の関係

全壊 半壊
一部
損壊

住家
被害無

全壊 半壊
一部
損壊

住家
被害無

4 2 39 0.0% 0.0% 4.9% 95.1%

5弱 20 22 0.0% 0.0% 47.6% 52.4%

5強 2 13 9 8.3% 0.0% 54.2% 37.5%

6弱 13 1 2 1 76.5% 5.9% 11.8% 5.9%

6強 6 1 85.7% 14.3% 0.0% 0.0%

7 3 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

　　　最大

　　　被害

最大

震度

地震数 割合
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注 7

注 7： 図中の地震番号は表 3.3.1-20 の No. と対応する．

注 8

注 8： 図中の地震番号は表 3.3.1-20 の No. と対応する．

図 3.3.1-47 被害発生下限 値設定有無による被害関数形状

の違い

図 3.3.1-48 実被害と予測値の比較（全壊棟数）注 7

図 3.3.1-49 実被 害と予測値の比較（全半壊棟数）注 8

表 3.3.1-20 被害発生下限設定有無による予 測値の違い
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3.3.2  人的被害予測手法の検討

（1） 検討方針

死者・重傷者の予測手法は，メッシュ単位 の全壊

率の値から揺れによる建物被害に伴う死者・重傷者

数を予測する既往手法を用いることとした．なお，

田畑・岡田（20 06）など死者の発生に直接結びつく

倒壊率から死者率を予測する手法も提案されている

が，倒壊棟数は地震の被害統計に現れない数値であ

り，検証しにくい面があることから検討対象から除

外することとした．

以降では，人的被害予測手法の検討方法とその結

果について示した．

（2） 検討方法と結果

人的被害予測手法の検討にあたっては，「3.3.1 建

物被害予測手法の検討」で求めた 250 m メッシュ別

住宅全壊率のデータと「4.2.3 人口データ」で作成し

た人口データを利用し，15 地震の死者数・重傷者数

の予測を行った．以降では，検討に利用したデータ

と検討方法および検討結果について示す．

検討対象地震

建物被害予測手法の検討と同じ 1995 年兵庫県南

部地震以降の 15 の被害地震を対象とした（表 3.3.2-1
参照）．

検討に用いた人口データ

検討に用いた人口データは「4.2.3 人口データ」で

作成した 250 m メッシュ別構造別建物内滞留人口を

利用した．なお，地震発生時刻により人口分布は異

なるが，「4.2.3 人口データ」で設定した人口移動モ

デル（図 4.2.3-5）から，地震発生時刻が 0 ～ 7 時と

20 ～ 24 時の場合は 5 時人口，9 ～ 17 時の場合は

12 時人口，7 ～ 9 時と 17 ～ 20 時の場合は 18 時人

口を利用することとした．

検討対象とした人的被害予測手法

検討に用いた人的被害予測手法は以下の通りであ

る．なお，これらの被害予測手法は各メッシュの建

物被害に 基づき算出するが，各メッシュの木造全壊

棟数・全壊率は全国概観版地震リスク評価で用いる

中嶋・岡田（2008），非木造全壊棟数・全壊率は中央防

災会議（2012）により求めた値を利用することとした．

【死者】

• 東京都（1997）

　　Dwr = 0.0315×Dwbr （3.3.2-1）

　　Dnr = 0.0078×Dnbr （3.3.2-2）

　　Dn = Pw×Dwr + Pn×Dnr （3.3.2-3）
ここで，

Dn：死者数，Dwr：木造死者率，Dnr：非木造死

者率，Dwbr：木造全壊率，Dnbr：非木造全壊率，

Pw：木造建物内滞留人口，Pn：非木造建物内滞

留人口．

• 中央防災会議防災対策推進検討会議南海トラフ

巨大地震対策検討ワーキンググループ（2012）（以

降，「中央防災会議（2012）」と称す）

　　Dwn = 0.00676×Dwbn×αw （3.3.2-4）

　　 = 0.00840 × ÷ × ×
 （3.3.2-5） 

　　Dn = Dwn + Dnn （3.3.2-6）
ここで，

　Dn：死者数，Dwn：木造死者数，Dnn：非木造死者数，

　Dwbn：木造全壊棟数，Dnbn：非木造全壊棟数，

　αw：木造建物内滞留率，αn：非木造建物内滞留率，

　Bn：非木造建物棟数，Pn：非木造夜間人口，

　Bw：木造建物棟数，Pw：木造夜間人口．注 9

注 9： 2003 年宮城県北部の地震は 7 月 26 日の M6.4 の地震の発

生時刻を示した．2016 年熊本地震は 4 月 16 日の M7.3 の

地震の発生時刻を示した．

表 3.3.1-21 被害発生下 限設定有無による実被害と

予測値の誤差（絶対値）の対数平均と対

 数標準偏差の変化

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

下限値有 0.79 0.88 0.65 0.75

下限値無 0.83 0.94 0.67 0.76

全壊 全半壊

表 3.3.2-1 検討の対象とした地震と人的被害注 9

死者 重傷者

1 1995/01/17 兵庫県南部地震 6.9 5:46 6,434 10,683 消防庁(2006)

2 2000/10/06 鳥取県西部地震 6.8 13:30 0 39 消防庁(2002a)

3 2001/03/24 芸予地震 6.8 15:27 2 43 消防庁(2002b)

4 2003/05/26 宮城県沖地震 7.0 18:24 0 25 消防庁(2003)

5 2003/07/26 宮城県北部の地震 6.1 7:13 0 51 消防庁(2004a)

6 2003/09/26 十勝沖地震 8.0 4:50 0 69 消防庁(2004b)

7 2004/10/23 新潟県中越地震 6.7 17:56 68 633 消防庁(2009a)

8 2005/03/20 福岡県西方沖地震 6.5 10:53 1 198 消防庁(2009b)

9 2007/03/25 能登半島地震 6.6 9:41 1 91 消防庁(2009c)

10 2007/07/16 新潟県中越沖地震 6.7 10:13 15 330 消防庁応急対応室(2013)

11 2008/06/14 岩手・宮城内陸地震 7.0 8:43 17 70 消防庁(2010a)

12 2009/08/11 駿河湾の地震 6.3 5:07 1 19 消防庁(2010b)

- 2011/03/11 東北地方太平洋沖地震(全域) 19,533 700

13 2011/03/11 東北地方太平洋沖地震(内陸) 404 278

14 2014/11/22 長野県北部の地震 6.3 22:08 0 10 消防庁災害対策本部(2015)

15 2016/04/16 熊本地震 7.0 1:25 211 1,142 消防庁応急対応室(2017)

9.0 14:46 消防庁災害対策本部(2017)

No
発生年月日

(yy/mm/dd)
地震名 Mw

発災

時刻
被害の出典

被害
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• 福島ほか（1997）を補正した手法

 福島ほか（1997）は式（3.3.2-7）で示される．しか

し，同手法では全壊率がゼロの場合でも 0.0054% 
の死者率が発生するため，全壊率がゼロの場合

に死者率もゼロとなるよう補正した．さらに，

目視調査に基づく構造的な被害を罹災証明に基

づく被害に換算するための係数 a を用いて補正

した．a の値は，小丸ほか (2010) において設定

された 0.3 を利用した．福島ほか（1997）を補正

した手法を式（3.3.2-8）（3.3.2-9）に示した．なお，

同手法では，構造別に死者率を求め，式（3.3.2-3）
と同様に構造別滞留人口を乗じて死者数を算出

することとした．

　

 （3.3.2-7）
 Dbr < 3.0% の場合

　　　  （3.3.2-8）
 Dbr ≧ 3.0% の場合

　　　

  （3.3.2-9）
ここで，

　Dr：死者率，Dbr：建物全壊率，a：補正係数（=0.3）．
【重傷者】

• 中央防災会議（2004）
　　　  （3.3.2-10）
　　　  （3.3.2-11）
　　　  （3.3.2-12）
ここで，

Dn：重傷者数，Dwr：木造重傷者率，Dnr：非木

造重傷者率，Dwbr：木造全壊率，Dnbr：非木造

全壊率，Pw：木造建物内滞留人口，Pn：非木造

建物内滞留人口．

• 中央防災会議防災対策推進検討会議南海トラフ

巨大地震対策検討ワーキンググループ（2012）（以

降，「中央防災会議（2012）」と称す）

　　　  （3.3.2-13）
　　　  （3.3.2-14）
　　　  （3.3.2-15）
ここで，

Dn：重傷者数，Dwn：木造重傷者数，Dnn：非木

造重傷者数，Dwbn：木造全壊棟数，Dnbn：非木

造全壊棟数，αw：木造建物内滞留率，αn：非木

造建物内滞留率，βw：建物 1 棟あたり滞留人口

の全建物に対する木造建物の比率，βn：建物 1
棟あたり滞留人口の全建物に対する非木造建物

の比率．

年齢区分別補正係数

地震による死者には高齢者が多いことはよく知ら

れており，今後の少子高齢化社会を考えると，リス

ク評価に高齢化の影響を反映させることが重要と考

えられる．そこで，厚生省大臣官房統計情報部（1995）
により，1995 年兵庫県南部地震において 65 歳未満

と 65 歳以上の年齢区分における死者率がどの程度

異なるのか比較した（表 3.3.2-2 参照）．

表 3.3.2-2 1995 年兵庫県南部地震での 65 歳未満と 65 歳

以上の年齢区分における死者率

項目 65歳未満 65歳以上
兵庫県推計人口年齢区分比率1994.10.1 86.3% 13.7%
震災直接死（人） 3,071 2,399
平均死者率に対する比 0.65 3.19

表 3.3.2-2 によると 65 歳以上の死者率は 65 歳未

満の死者率の約 5 倍高いことが分かる．そこ で，検

証する死者予測手法は兵庫県南部地震発生時の兵庫

県の年齢区分人口比率に依存すると仮定し，別地域

や別時期に手法を適用する場合には，式（3.3.2-16）
による年齢区分補正係数を乗じることとした．

　　b = 0.65 × 65 歳未満人口率

　　　　＋ 3.19 × 65 歳以上人口率 （3.3.2-16）

検討方法

「3.3.1 建物被害予測手法の検討」の手法③（木造：

中嶋・岡田（2008），非木造：中央防災会議（2012））
により求められた各メッシュの建物被害と 250 m
メッシュ別構造別人口データを利用して手法毎の死

者数・重傷者数を予測した．本項では人的被害予測

の予測精度の確認することを目的としていることか

ら，人的被害予測に用いる建物被害は各地震の実被

害と整合するように地震ごとに一律の値で補正をし

た上で利用した．加えて中央防災会議（2012）は，全

壊建物棟数をもとに死者数を求めている．しかし

「3.3.1 建物被害予測手法の検討」で利用した建物デー

タは住宅建物のみで非住宅は含まれていない．また，

全国概観版リスク評価では非住宅も含めて建物デー

タがモデル化されており（「4.2.1 建物棟数データ」参
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照），全国概観版リスク評価で適用する際は非住宅

も含めた形で予測手法が適用されることから，本検

討においては中央防災会議（2012）のみ住宅全壊棟数

に対して非住宅被害による増加分を加えることとし

た．具体的には，固定資産の価格等の概要調書（総

務省自治税務局，2016）から求めた住宅に対する非

住宅の比率を設定し（表 3.3.2-3 参照），各メッシュ

の住宅全壊棟数から非住宅も含めた全壊棟数を推定

した上で人的被害の予測に適用した．また，各手法

で求めた被害量に対しては年齢区分別補正係数を乗

じ，死者・重傷者数を求めた．年齢区分別補正係数

の算出に利用した 65 歳以上人口率は国勢調査の都

道府県別の値（表 3.3.2-4 参照）を利用した． 

死者数・重傷者数の予測結果 
各手法による死者数・重傷者数の予測結果と実被

害を 表 3.3.2-6・表 3.3.2-7 に示す．なお，消防庁の

死者数には 所謂震災関連死も含まれているが，ここ

では揺れによる死者数の予測を目的としていること

から，消防庁の被害報から揺れによる死者のみを抽

出したデータを実被害として用いた．兵庫県南部地

震については，厚生省大臣官房統計情報部（1995）の
死因別死者数のうち，焼死・その他・不詳を除いた

合計値を揺れによる死者数とした．東北地方太平洋

沖地震については，消防庁災害対策本部（2017）の死

者数から復興庁ほか（2017）による震災関連死を除い

た値に対し，警察庁（2012）から求めた表 3.3.2-5 に

示した圧死・損壊死・その他の割合を乗じた値を全

域の揺れによる死者数とした．内陸部に関しては，

内陸部の全死者数に対する揺れによる死者数の割合

に関する情報がないため，ここでは求めていない．

熊本地震については，朝日新聞デジタル（2016）の値

を利用した．重傷者数は全ての地震について消防庁

の被害報の値を利用した．

表 3.3.2-8 には実被害と予測値の誤差について全

15 地震の対数平均と対数標準偏差を示した（東北地

方太平洋沖地震は死者数については全域を，重傷者

数は図 3.3.1-43 に示した沿岸部の市町村を除外した

内陸を対象とした．）．各手法の予測値と実被害を比

較した結果を整理すると以下の通りである．

• 死者数については，中央防災会議（2012）と福島

ほか（1997）がほぼ同精度となった．両手法とも

に兵庫県南部地震では過小評価，東北地方太平

洋沖地震や熊本地震では過大評価となる傾向と

なった．

• 重傷者数については，中央防災会議（2012）と中

央防災会議（2004）の実被害との整合性はほとん

ど変わらない結果となった．兵庫県南部地震や

宮城県北部の地震は実被害と比較的整合してい

るが，東北地方太平洋沖地震や熊本地震は過大

評価，その他の実被害の小さい地震で過小評価

する結果となった．

表 3.3.2-8 に示した 15 地震による予測誤差（絶対

値）の対数平均と対数標準偏差からは，死者数では，

中央防災会議（2012）と福島ほか（1997）が誤差が小さ

く，重傷者数では両手法ともあまり差のない結果と

なった．そこで，実被害と予測値の誤差の全 15 地

表 3.3.2-3 構造別住宅非住宅棟数と比率

木造
[棟]

非木造
[棟]

住宅(①) 23,998,017 6,384,977

非住宅(②) 6,995,539 14,216,148

住宅に対する非住宅
の比率(②/①)

29.2% 222.6%

表 3.3.2-4 65 歳以上人口率と年齢区分別補正係数

表 3.3.2-5 東北地方太平洋沖地震の死因別死者数

死因 検視等済数 割合

溺死 14308 90.6%

焼死 145 0.9%

圧死・損壊死

・その他
667 4.2%

不詳 666 4.2%

合計 15786

No 地震名
65歳以上

人口率

年齢区分別

補正係数b
65歳以上人口率の出典

1 1995年兵庫県南部地震 14.1% 1.01 1995年国勢調査（兵庫県）

2 2000年鳥取県西部地震 22.0% 1.21 2000年国勢調査（鳥取県）

3 2001年芸予地震 18.5% 1.12 2000年国勢調査（広島県）

4 2003年宮城県沖の地震 19.9% 1.16 2005年国勢調査（宮城県）

5 2003年宮城県北部の地震 19.9% 1.16 2005年国勢調査（宮城県）

6 2003年十勝沖地震 21.4% 1.19 2005年国勢調査（北海道）

7 2004年新潟県中越地震 23.9% 1.26 2005年国勢調査（新潟県）

8 2005年福岡県西方沖地震 19.8% 1.15 2005年国勢調査（福岡県）

9 2007年能登半島地震 20.9% 1.18 2005年国勢調査（石川県）

10 2007年新潟県中越沖地震 23.9% 1.26 2005年国勢調査（新潟県）

11 2008年岩手宮城内陸地震 22.3% 1.22 2010年国勢調査（宮城県）

12 2009年駿河湾の地震 23.8% 1.25 2010年国勢調査（静岡県）

13 2011年東北地方太平洋沖地震 24.3% 1.27
2010年国勢調査（岩手県・宮城

県・福島県）

14 2014年長野県北部の地震 30.1% 1.41 2015年国勢調査（長野県）

15 2016年熊本地震 28.8% 1.38 2015年国勢調査（熊本県）
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震の平均値をとると，死者数では福島ほか（1997），
重傷者数では中央防災会議（2004）の誤差が小さい結

果となった．

以上の点より，全国概観版地震リスク評価の人的

被害予測に用いる建物被害関数は，死者数は福島ほ

か（1997）を補正した手法，重傷者数は中央防災会議

（2004）を利用することとした．

3.4  市区町村単位のリスク評価手法の検討

全国概観 版地震リスク評価では，メッシュ単位の

建物被害・人的被害に関するリスク評価の他に，市

区町村単位のリスク評価も行う．市区町村単位のリ

スク評価を行う場合，メッシュ単位の リスクカーブ

を単純加算して市区町村のリスク評価結果とするこ

とも可能であるが，リスク評価に用いられる被害関

注 10： 表の () 内の値は，実被害と予測値の誤差の全 15 地震の平

均値．

表 3.3.2-6 死者数の予測値と実被害

死者
揺れの

死者

東京都

(1997)

中防

(2012)

福島

ほか

(1997)

1 1995年兵庫県南部地震 6,434 4,732 7,566 946 1,369

消防庁(2006)・厚生省

大臣官房統計情報部

(1995)

2 2000年鳥取県西部地震 0 0 13 3 2 消防庁(2002a)

3 2001年芸予地震 2 2 1 0 0

消防庁(2002b)・損害

保険料率算出機構

(2001)

4 2003年宮城県沖の地震 0 0 0 0 0 消防庁(2003)

5 2003年宮城県北部の地震 0 0 43 5 6 消防庁(2004a)

6 2003年十勝沖地震 0 0 9 1 1 消防庁(2004b)

7 2004年新潟県中越地震 68 12 114 21 28 消防庁(2009a)

8 2005年福岡県西方沖地震 1 0 10 4 4 消防庁(2009b)

9 2007年能登半島地震 1 0 23 4 5 消防庁(2009c)

10 2007年新潟県中越沖地震 15 10 50 8 9
消防庁応急対応室

(2013)

11 2008年岩手宮城内陸地震 17 0 1 0 0 消防庁(2010a)

12 2009年駿河湾の地震 1 0 0 0 0 消防庁(2010b)

13
2011年東北地方太平洋沖地

震(全域)
19,533 672 5,439 1,084 1,009

13'
2011年東北地方太平洋沖地

震(内陸)
404 - 2,743 599 517

14 2014年長野県北部の地震 0 0 1 0 0
消防庁災害対策本部

(2015)

15 2016年熊本地震 211 37 2,877 272 409

消防庁応急対応室

(2017)・朝日新聞デジ

タル(2016)

実被害 予測値

No 地震名 被害の出典

消防庁災害対策本部

(2017)・復興庁ほか

(2017)・警察庁(2012)

表 3.3.2-7 重傷者数の予測値と実被害

実被害

重傷者
中防

(2004)

中防

(2012)

1 1995年兵庫県南部地震 10,683 10,303 6,433

消防庁(2006)・厚生省

大臣官房統計情報部

(1995)

2 2000年鳥取県西部地震 39 18 26 消防庁(2002a)

3 2001年芸予地震 43 3 4

消防庁(2002b)・損害

保険料率算出機構

(2001)

4 2003年宮城県沖の地震 25 0 0 消防庁(2003)

5 2003年宮城県北部の地震 51 63 46 消防庁(2004a)

6 2003年十勝沖地震 69 11 12 消防庁(2004b)

7 2004年新潟県中越地震 633 158 135 消防庁(2009a)

8 2005年福岡県西方沖地震 198 36 41 消防庁(2009b)

9 2007年能登半島地震 91 30 32 消防庁(2009c)

10 2007年新潟県中越沖地震 330 71 77
消防庁応急対応室

(2013)

11 2008年岩手宮城内陸地震 70 2 1 消防庁(2010a)

12 2009年駿河湾の地震 19 0 0 消防庁(2010b)

13
2011年東北地方太平洋沖地

震(全域)
700 9,120 10,400

13'
2011年東北地方太平洋沖地

震(内陸)
278 4,773 5,818

14 2014年長野県北部の地震 10 1 1
消防庁災害対策本部

(2015)

15 2016年熊本地震 1,142 3,090 2,928

消防庁応急対応室

(2017)・朝日新聞デジ

タル(2016)

消防庁災害対策本部

(2017)・復興庁ほか

(2017)・警察庁(2012)

予測値

No 地震名 被害の出典

表 3.3.2-8 実被害と予測値の誤差（絶対値）の対数平均

と対数標準偏差注 10

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

東京都(1997)
2.26

(712)
1.69 - -

中央防災会議(2012)
1.71

(298)
1.45

1.04

(852)
1.08

福島ほか(1997)
1.71

(274)
1.45 - -

中央防災会議(2004) - -
1.06

(536)
1.09

死者数 重傷者数

図 3.3.2-1 実被害と予測値の比較
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数は非線形関数であり，理論的にはハザードカーブ

のばらつきとリスクカーブのばらつきは異なるこ

と，地震動の不確実性には空間的な相関があること

が指摘されていることから，ハザードと被害のばら

つきとメッシュ単位から市区町村単位への統合に関

して検討した．

3.4.1  ハザードと被害のばらつきの検討

（1） 地震ハザードと被害のばらつきの関係

全国概観版地震リスク評価に用いられる確率論

的地震動予測地図（地震調査研究推進本部地震調査

委員会，2014）の地震ハザード評価は地表最大速度

（ PGV）に基づくものである．確率論的地震動予測

地図では，地表最大速度の対数が正規分布（常用対

数正規分布）に従う確率変数として仮定されている．

そのため，地表最大速度を変換して求められる被害

率も確率変数として考える必要がある．

仮に，確率変数の変換が線形であれば，元の確率

分布の分布形をそのまま変換することで，確率変数

としての被害率の平均やばらつき（標準偏差）を求め

ることができる．しかし，全国概観版地震リスク評

価で用いる被害関数は非線形な関数であり，理論的

には，変換後の被害率の従う確率分布もしくはその

確率密度関数は，変換前と全く異なる分布形状とな

る．加えて，変換の関数が複雑なため解析的にその

確率密度関数を求めることも困難である．平均や標

準偏差は確率密度関数に依存するため，被害率のば

らつきを解析的には求めることはできない．

そこで，被害率の平均とばらつき（標準偏差）を近

似的に求めることを考えた．これらを近似的に求め

る方法として，メッシュごとに求められた平均地表

最大速度（PGV）を用いて，仮定された分布に従う乱

数を発生させ，その乱数を被害率に変換することで

疑似確率変数を求めるシミュレーションによる方法

が考えられる．しかし，計算時間やシミュレーショ

ンによる計算値の不安定性を考慮すると効率的とは

言えない．そこで，メッシュの地震動分布の平均値

と標準偏差から被害率分布の平均と標準偏差（ばら

つき）を推定する関数をあらかじめ構築し，これを

各メッシュに対して用いることとした．

（2）メッシュ毎の被害率平均と被害率標準偏差を求

める関数

被害率が従う確率密度関数は解析的には求められ

ない．しかし，被害率は被害関数に用いられたパラ

メータと当該メッシュが受ける地表最大速度（PGV）

の平均と標準偏差 値に依存している．そのため，被

害率が従う確率密度関数はこれらが与えられれば一

意に定まる．

そこで，被害関数パラメータ，地表最大速度（PGV）

の平均，標準偏差について，それぞれモンテカル

ロ・シミュレーションを行い，被害率の平均・標準

偏差と地表最大速度（PGV）の平均・標準偏差の関係

を検討した．シミュレーションの方法は以下の通り

である．なお，「3.3.1 建物被害予測手法の検討」より，

木造建物の被害関数は中嶋・岡田（2008），非木造建

物の被害関数は中央防災会議（2012）を用いることと

する．

① 地表最大速度（PGV）の平均 と標準偏差 に

ついて，それぞれ  に従う N 個

の正規乱数を発生させ，確率変数としての地表

最大速度を表す数列 とする．なお，平均

については想定される地表最大速度の範囲とし

て， （計 390，単位：kine），標準

偏差 については，確率論的地震動予測地図の

距離減衰式のばらつきの範囲をカバーする形で，

（計11）とした．

② 確率変数としての地表最大速度を表す数列

を計測震度に変換した上で，被害関数の数列

に変換する．ここで v は木造・非木造区

分×建築年代区分（木造：7 区分，非木造：3 区分）

×地震カテゴリー区分（ⅠⅡまたはⅢの 2 区分）

の計 20 パターンの被害関数の種別を示す． 

③ 被害関数の数列  について，i, j, v ごとに

平均 μi,j,v と標準偏差 σi,j,v を求める． 
一例として，「木造建物，全壊，年代 1971 ～

1980」の被害関数について，地表最大速度（PGV）の

平均・標準偏差と被害率の平均の関係をプロットし

たものを図 3.4.1-1 に，地表最大速度（PGV）の平均・

標準偏差と被害率の標準偏差の関係をプロットした

ものを図 3.4.1-2 に示した．これらの結果から，メッ

シュ別の被害率の平均と分散は滑らかな曲線で表現

できることが分かる．
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次に，この関係を表現する回帰関数を推定する．

推定の際，特に標準偏差については，2 次形式で あ
ることから線形補間は使えない，また，シミュレー

ションには誤差があることから，シミュレーション

の結果が必ずしも真の値を示しているとは限らず，

シミュレーションにより得られた値をそのまま補間

することは適切ではない．よって，滑らかな関数と

いう仮定の下で関数を推定することを考えた．推定

にあたっては平滑化スプラインを用いた．平滑化ス

プラインは，データセット にお

いて式（3.4.1-1）を最小にする回帰関数である（罰金

付最小二乗法）．

 （3.4.1-1）

ここで，κは平滑化パラメータで，滑らかさを調

整するパラメータである（κ = 0 で通常の回帰直線，

κ = ∞ で全ての値を結ぶ線となる）．なお，回帰関

数 b(Xi) には，式（3.4.1-2）に示した 3 次の B スプラ

イン基底関数の線形結合を用いる．

 （3.4.1-2）
ここで，Xj は節点と呼ばれ推定する関数全体を分割

する小区間の区切り点（値）で m 個設定される．h は

節点間の距離である．

以上の手法により推定された関数を，被害率の平

均用と被害率の標準偏差用に，それぞれ，被害関数

（構造・全壊・全半壊・建築年代区分）別に，メッシュ

の PGV の標準偏差（0.15 ～ 0.23）について 0.01 毎に

設定し，メッシュ地表最大速度（PGV）平均と標準偏

差に応じて当該メッシュの被害率の平均や標準偏差

を求めるようにした．

3.4.2  メッシュ単位から市区町村単位への統合

市区町村別リスク評価を行うためには，「3.4.1 ハ

ザードと被害のばらつきの検討」で検討した 250 m
メッシュ単位で評価された被害率を市区町村単位に

統合する必要がある．市区町村単位への統合は被害

率が確率変数であることから，確率変数の和を求め

ることに相当する．さらに，ばらつき（標準偏差）に

ついては，地震動分布に空間相関が指摘されること

から，メッシュ間の相関を考慮することとした．以

降では市区町村単位への統合の考え方を示す．

図 3.4.1-1 地表最大速度（PGV）の平均・標準偏差と被害

率の平均の関係（木造建物，全壊，年代 1971
～ 1980）

図 3.4.1-2 地表最大速度（PGV）の平均・標準偏差と被害率

の標準偏差の関係（木造建 物，全壊，年代 1971
～ 1980）
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（1）被害率の平均の統合

p 個の統合メッシュの平均 M については，確率変

数の和の公式から，メッシュ i の被害率の平均を μi

とすると，式（3.4.2-1）で表される．

　　　　　  （3.4.2-1）

実際の計算にあたっては，被害率が率 [0,1] とな

るように重み wi（各メッシュ棟数／統合地域の全

棟数）を乗じた式（3.4.2-2）を用いる．

　　　　　  （3.4.2-2）

（2） 被害率の標準偏差の統合

統合メッシュの標準偏差 S は，メッシュ i の被

害率の標準偏差をとすると，確率変数の和の分散

V が式（3.4.2-3）で表されることから，標準偏差は式

（3.4.2-4）で示される．

　　  （3.4.2-3）

　  （3.4.2-4）

ここで，ρij は地点間の相関係数で [0,1] である．な

お，式（3.4.2-4）の右辺第 2 項は共分散の項で，V は

以下の p×p 共分散行列の上三角行列を用いて求めら

れる．

　　

  （3.4.2-5）

無相関の場合は ρij=0 となるので，共分散の項が

なくなり，式（3.4.2-6）で表される．全相関の場合は

ρij=1 となるので式（3.4.2-7）で表され，各メッシュの

標準偏差の単純和となる

　　　　　  （3.4.2-6）

 （3.4.2-7）

空間相関を仮定する場合は，ρij について距離に依

存した関数 ρ(hij) を用いて式（3.4.2-8）のように表す

ことができる．被害率の平均の統合と同様に，被害

率が率 [0,1] となるように重み wi（各メッシュ棟数／

統合地域の全棟数）を乗じた形は式（3.4.2-9）のよう

に表される．

　  （3.4.2-8）

 （3.4.2-9）

（3） 空間相関の評価

式（3.4.2-9）の関数 ρ(hij) について考察する．地震

動の空間相関については，距離減衰式の残差成分が

確率場を構成するものとしてモデル化される．神原・

高田（1996）は，兵庫県南部地震の観測データを用い

て最大加速度の空間的な相関特性を分析し，高田・

下村（2003）は台湾集集地震記録を用いて，最大加速

度ならびに最大速度の空間的な相関特性を分析して

いる．また，林ほか（2006）は応答スペクトルの空間

的な相関特性について分析している．

確率場においては，空間相関 ρは地点間の距離に

依存して減少する関数 ρ（h）として表現される．そし

てこれらの研究においては指数関数を当てはめた以

下の形式で表わされる．

　　 　  （3.4.2-10）

ここで，h は地点間距離 [m]，φは相関の及ぶ範囲

に応じたパラメータである．なお，φについては，

末富ほか（2007）を参照して 20 km（20,000 m）とした．

図 3.4.2-1 は φ=20,000（m）とした場合の距離 h（km）

と相関関数 ρ（h）の関係を示した．
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（4） 相関の推定について

実際に空間相関を計算するには，各メッシュ間の

距離を求める必要があるが，市区町村内の各メッ

シュの全ての組合せを考慮する必要がある．全国概

観版地震リスク評価において，各メッシュ間の距離

を全ての 想定地震毎に計算するには計算負荷がかか

りすぎる．そこで，式（3.4.2-9）において，相関値を

与える本質的な項で，かつ計算時間のかかる平方根

内の第 2 項を式（3.4.2-11）のように R と表した． 

　　　  （3.4.2-11）

この変量 R について，有意に説明できる変量を選択

し以下の重回帰式を市区町村ごとに推定した．この

推定式を用いることによって変量 R を求め式（3.4.2-
9）によって標準偏差を計算した．

　  （3.4.2-12）

ここで，Sm は対象メッシュの標準偏差（ wiσi）の平均

値，Ss は対象メッシュの標準偏差（ wiσi）の標準偏差

で，R を説明するのに有意と考えられる変数から，

AIC（Akaike's Information Criterion）による変数選択に

より最も有意となった変数である．なお，係数 a0，

a1，a2，a3 の推定にあたっては，市区町村毎に，最

も大きな地震動を与える地震について，その影響範

囲の 250 m メッシュについて，実際に式（3.4.2-9）に
よる相関関数の計算を行い，これをサンプルとして

最小二乗法によって求めた．当てはまりについては，

いずれの市区町村においても重相関係数は全市区町

村の約 99 % で 0.95 以上で，最も小さいところでも

0.87 であった．

3.4.3  市区町村単位のリスクカーブの計算方法

（1） 被害率分布の仮定

ばらつきすなわち不確実性を考慮したリスクカー

ブの構築にあたっては，超過確率を求めることがで

きるリスク変量の確率分布を特定する必要がある．

これまでの議論から市区町村の被害率は，メッシュ

ごとの被害率の確率変数の和によって求めるが，あ

る確率変数の和が従う確率分布は加算される前の確

率変数の従う確率分布と同じであるとは限らない．

一般に，独立な確率変数の和が従う確率分布は，各

確率変数の確率密度関数の畳み込み積分で求めるこ

とができる．この畳み込みの結果として全く別の分

布ではなく同一種類の確率分布となる場合，「再生

的」であるというが，再生性については，正規分布，

ガンマ分布，負の二項分布について成り立つことが

知られているものの，それらの分布であっても確率

変数が独立でない場合はこの限りではない．特に，

本研究の場合は空間相関を取り入れているので再生

性を期待することはできない．また，被害率の関数

の確率密度関数も解析的には求められないことか

ら，そもそも明確な確率分布の議論はできない．

しかしながら，統合の結果，確率変数としての和

の平均と標準偏差は求められることから，これらを

用いて既存の分布を当てはめることによって，リス

クカーブを構築することを考える．当てはめる分布

については，以下の理由からベータ分布を採用した．

① 様々な形の分形状を柔軟に表現できる．

② 確率変数の範囲が [0,1] で無限値をとらないこと

から被害率を直接表現できる．

③ 平均と変動係数から分布形状が一意に決まる．

特に③の理由については重要である．このことは，

ベータ分布の形状を特定するパラメータ αと βが，

その平均を θ，分散を ηとすると，

　　

 （3.4.3-1）

で表されることに由来する．このうち αを求める

式の第 1 項の分母の η／ θは「変動係数」と呼ばれ，そ

の確率変数（分布）の相対的なばらつきを表し，スケー

ルの違う集合のばらつきの大きさを比べる指標とな

る．このことから，ベータ分布は平均 θと変動係数

によって分布形状が一意に決まるということがわか

図 3.4.2-1 距離と相関係数の関係
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る．この特性は分布形状が未知の分布を対象とする

本件のような議論において，その未知の分布がわか

らなくても，平均とばらつきの相対的な比較という

意味においてはその関係が保存されることを意味す

る．そこで，本研究においては，被害率を表現する

確率分布としてベータ分布を仮定することとした．

（2） 被害率分布の計算

確率論的地震動予測地図（地震調査研究推進本部

地震調査委員会，2014）の地震活動モデルの震源区

分ごとに複数の震源地震（以降ではそれらの個々の

地震を「イベント」と称す）が存在する．そのため，

被害率分布はそれらのイベント毎に以下のステップ

で求めることとした．

① イベント（l）による地震動が予測される市区町村

内の全ての 250 m メッシュ m において地表の計

測震度を求める．具体的には確率論的地震動予

測地図の手法に従い，距離減衰式を用いてマグ

ニチュードなどの震源特性と震源断層までの距

離から地表での最大速度の中央値 gμl,m と評価式

に含まれるばらつき（標準偏差）gσl,m を求める（工

学的基盤面での最大速度を評価し，表層地盤に

よる最大速度の増幅率を乗じることによって求

める）．

② 「3.4.1（2）メッシュ毎の被害率平均と被害率標準

偏差を求める関数」で求めた関数 Zk（gμl,m, gσl,m）

を用いて，250 m メッシュ別被害率の平均値

μl,m,k と被害率の標準偏差 σl,m,k を求める．

③ 250 m メッシュ別被害率の平均値 μl,m,k と標準偏

差 σl,m,k を式（3.4.2-2）と式（3.4.2-9）を用いて統合

し， と を求める．

④ イベント別被害率の平均 ，イベント別被害率

の標準偏差 から式（3.4.3-1）を用いてイベント別

の全壊率分布 Bl（α,β）（ベータ分布）のパラメータ

α,βを求める．

（3） リスクカーブの計算

リスクカーブ EP（x）は，ある市区町村におけるイ

ベントを k，その想定地震による被害率 x の超過確

率をベータ分布と仮定し βk （x）とすると，式（3.4.3-2）
で表される．

　　 EP (x) = 1
K

k
k txP );(1  （3.4.3-2）

ここで，Pk（x ; t）はイベント k によって t 年間に少な

くとも 1 回被害率 x を超過する確率であり，地震発

生確率の確率分布の違いにより，以下のように示さ

れる．

• 発生確率が t 年間で回数 l 回の BPT 分布に基づ

く Bk （t, l）場合：

　　　Pk（x ; t） = Bk （t, l）·[1 - βk （x）l] （3.4.3-3）
• 発生確率が単位期間発生頻度 γk のポアソン分布

に基づく場合：

　　　Pk （x ; t） = 1‐exp{‐γk·t·βk （x） } （3.4.3-4）

（4） 期待値の計算

各市区町村の期待値については，Pk （x ; t）におい

てイベントによって BPT 分布とポアソン分布の異

なる確率分布が仮定されていることから，解析的に

求めることはできない．しかし，リスクカーブは被

害数量の超過確率をプロットしたものであることか

ら，補確率分布関数として，その超過確率の被害数

量による積分値が，確率変数である被害数量の期待

値に相当する．よって，被害量 L の期待値 E（L）は
式（3.4.3-5）により求められる．

　　　　 E(L) EP(l)dl  （3.4.3-5）

3.5  まとめ

本章では，全国地震動予測地図（地震調査研究推

進本部地震調査委員会，2014）に基づく全国概観版

地震リスク評価手法の検討を行った．検討結果を整

理すると以下の通りである．

① リスク評価に適した建物被害関数の検討のため，

住宅・土地統計調査と国勢調査地域メッシュ統

計を利用し，250 m メッシュ単位の建物構造別建

築年代区分別住宅建物棟数データを作成した．

② 作成した住宅建物棟数データと強震観測記録か

ら空間補間により推定した面的な地震動分布を

利用して，1995 年兵庫県南部地震以降の 15 地震

を対象に，既往の建物被害関数の予測精度の検

証を行った．推定した建物全壊棟数・全半壊棟

数と消防庁の被害報による実被害棟数を比較す

ると，「木造建物：中嶋・岡田（2008）＋非木造建物：

中央防災会議（2012）」の組合せによる予測値が実

被害と整合する結果となり，これを全国概観版

地震リスク評価の建物被害予測に用いる被害関

数とした．
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③ 人的被害についても建物被害と同様 1995 年兵庫

県南部地震以降の 15 地震を対象に，既往の被害

関数の予測精度の検証を行った．なお，地震に

よる死者率は高齢者が高いことから，1995 年兵

庫県南部地震の年齢区分別死者率を用いて補正

係数の算出式を構築し，これを既存の被害関数

に適用することとした．その結果，死者数につ

いては福島ほか（1997）を補正した手法，重傷者

数は中央防災会議（2004）が実被害と比較的整合

しており，これを全国概観版地震リスク評価の

建物被害予測に用いる被害関数とした．

④ メッシュ単位の被害予測を統合して市区町村単

位のリスク評価を得る方法について検討した．

具体的には，地震ハザードと被害のばらつきの

関係とについて検討を行い，PGV の平均・標準

偏差から被害率の平均・標準偏差を得る回帰式

を作成した．また，メッシュ単位の被害率の平

均値と標準偏差を利用し，地震動の空間相関を

考慮した市区町村単位のリスクカーブの作成方

法を検討した．市区町村単位の全国概観版地震

リスク評価については，検討した手法に基づき

リスク評価を実施することとした．
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